
 

 

はじめに 

 

本市においては、全国を上回るペースで高齢化が進み、

平成29年10月１日現在の高齢化率は34％を超え、３人に１

人が65歳以上の高齢者という状況になっており、今後も高

齢化率は伸び続け、75歳以上の後期高齢者が増加していく

ことが見込まれています。このような高齢者 

を取り巻く現状を踏まえ、高齢者の皆様が健康で自立した生活を営むことができるよう、い

かに必要な支援を提供していくかが大きな課題となっています。 

しかし、一口に高齢者と言っても、支援を必要としない元気な方を始め、ひとり暮らしや

ふたり暮し世帯の方、認知症高齢者、医療と介護を同時に必要とする方など、その健康状態

や生活環境は様々であり、市に求められるニーズも多様化・複雑化の一途をたどっています。 

このような状況の中、市民ニーズを的確に把握し、それぞれのニーズに合った支援を提供

できる体制を構築することが大変重要であると認識し、このたび、平成30年度から平成32年

度までの３年間における、高齢者保健福祉施策の総合的な推進と介護保険事業の円滑な実施

を図るため、基本的な方針となる「岩国市高齢者保健福祉計画（老人福祉計画及び第７期介

護保険事業計画）｣を策定しました。 

本計画では、地域包括ケアシステムの深化・推進を図るため、高齢者の日常生活の支援、

介護している家族への支援、医療と介護の連携体制の構築を図ると同時に、高齢者が健康で

生きがいを持って生活できるよう支援することとしています。 

全ての高齢者が住み慣れた地域で希望と生きがいに満ちた幸せな生活を送ることができる

地域社会の実現を目指して、市民の皆様や関係団体と緊密に連携・協働し、共に支え合うこ

とができる地域づくりに取り組んでまいりたいと考えておりますので、皆様方におかれまし

ては、より一層の御支援と御協力を賜りますようお願い申し上げます。 

結びに、本計画の策定に当たり、幅広い見地から熱心な御審議をいただきました岩国市高

齢者保健福祉計画策定委員会の委員の皆様を始め、高齢者の保健福祉に関するアンケート、

パブリックコメント、地域ケア会議等において貴重な御意見や御提言をお寄せいただきまし

た皆様に、心から感謝とお礼を申し上げます。 

 

 

平成30年３月 

 

                         岩国市長 
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第１章 計画策定に当たって 

１ 計画策定の趣旨  

我が国の高齢者人口は、2017 (平成 29)年 10 月１日現在、3,515 万人(概算値)

となり、総人口に占める割合(高齢化率)も 27.7％と過去最高となっています。 

本市においても、2017(平成 29)年 10 月１日現在の 65 歳以上の高齢者人口は

46,663 人、高齢化率は 34.1％と高齢化が急速に進行しています。 

また、今後は、団塊の世代の高齢化に加えて人口減少が進行し、本市の 65 歳以上

の高齢者人口においても、2025 年には 44,816 人となり、高齢化率は 36.7％とな

る見込みです。このうち、65 歳以上 74 歳以下の前期高齢者人口は 17,507 人、総

人口に占める割合は 14.3％ですが、75 歳以上の後期高齢者人口は 27,309 人、総

人口に占める割合は 22.4％と２割を超えると見込まれます。 

さらに、高齢者のひとり暮らしやふたり暮らし世帯、認知症高齢者等の支援を必要

とする高齢者も、大幅に増加すると見込まれます。 

このように全国的に高齢化が進行する中、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、

それぞれの状態に応じて自立した日常生活を営むためには、地域の実情に応じて、医

療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保される「地

域包括ケアシステム」を構築し、深化・推進していく必要があります。 

本高齢者保健福祉計画(老人福祉計画及び第 7 期介護保険事業計画(以下「第７期計

画」といいます。))では、地域包括ケアシステムの構築・推進に向け、2012(平成

24)年３月に策定した「高齢者保健福祉計画」(以下「第５期計画」といいます。)と

2015(平成 27)年３月に策定した「高齢者保健福祉計画」(以下「第６期計画」とい

います。)に引き続き、健康づくり・自立支援・介護予防・重度化防止の推進、医療と

介護の連携強化、社会参加・生きがいづくりの促進等の取組を更に推進していきます。

また、障害者、子ども、生活困窮者等を含むあらゆる住民が役割を持ち、支え合いな

がら、自分らしく活躍できる地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体制の整備に

も取り組んでいかなければなりません。 

国においては、2017(平成 29)年６月に公布された地域包括ケアシステムを強化す

るための介護保険法等の法改正により、保険者機能の強化等による自立支援・重度化

防止に向けた取組の推進、新たな介護保険施設の創設、地域共生社会の実現に向けた

取組の推進、現役世代並みの所得のある者の利用者負担割合の見直し等の措置を講ず

ること等が示されたところです。 

この度の国の改正を踏まえ、団塊の世代が後期高齢者となる 2025 年を見据え、本

市の高齢者保健福祉施策の基本的事項を定めるとともに、地域の実情に応じて、高齢

者への保健、医療、福祉、介護サービス及び地域住民と協働した生活支援サービスを

提供できる体制を確保し、事業の実施を計画的に図ることを目的として、本計画を策

定しました。 
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２ 計画の位置付け 

本計画は、老人福祉法(1963(昭和 38)年法律第 133 号)第 20 条の８の規定に基

づく老人福祉計画及び介護保険法(1997(平成９)年法律第 123 号)第 117 条第１項

の規定に基づく介護保険事業計画を一体のものとして策定し、上位計画である本市の

「第２次総合計画」をはじめ、「第六次やまぐち高齢者プラン」「第 7 次山口県保健医

療計画」のほか、本市の保健福祉に関連する計画との整合性を図ります。 

第７期計画では、2025 年の状況を見据えたうえで、 2018 (平成 30)年度から

2020 年度の計画として策定します。 

 

資料１【計画期間】 

(年度) 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025
(H27) (H28) (H29) (H30)

山
口
県

岩
国
市

第７期高齢者

保健福祉計画

第６期高齢者

保健福祉計画

第８期高齢者

保健福祉計画

第９期高齢者

保健福祉計画

障害者計画

第六次やまぐち

高齢者プラン

第五次やまぐち

高齢者プラン

第七次やまぐち

高齢者プラン

第八次やまぐち

高齢者プラン

第２次総合計画

地域福祉計画

地域医療計画

健康づくり計画

2010(H22)～2018(H30)

国民健康保険第三期特定健康診査

等実施計画兼第二期保健事業の

実施計画（データヘルス計画）

子ども・子育て支援事業計画

第７次山口県保健医療計画
第８次山口県

保健医療計画
第６次山口県

保健医療計画
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３ 計画の策定方法 

 本計画の策定体制は、次の図のとおりです。 

資料２【計画策定の体制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)高齢者保健福祉計画策定委員会 

本計画の策定に当たっては、「岩国市高齢者保健福祉計画策定委員会」を開催し、

行政関係者に加えて学識経験者や保健・医療・福祉関係者、被保険者代表等から意見

を聴きました。                       P75～P77 参照    

 

(2)高齢者保健福祉計画に係るアンケート調査 

 本計画の策定に当たって、アンケート調査を実施しました。   P22～P35 参照 

アンケート 対象者 配布数 回答数 
有効 

回答数 

有効 

回答率 

介護予防・日常生活

圏域ニーズ調査 

要介護１～５以外の高齢

者 
5,000 人 3,146 人 3,137 人 62.7％ 

在宅介護実態調査 
在宅の要支援・要介護認

定を受けている高齢者 
696 人 696 人 684 人 98.3％ 

介護支援専門員 

調査 
介護支援専門員 100 人 83 人 83 人 83.0％ 

介護保険サービス

提供事業者調査 

介護保険サービス提供

事業者 
92 人 60 人 60 人 65.2％ 

 

(3)地域ケア会議 

幅広い関係者の意見が反映されるよう、市内 29 か所で地域ケア会議を開催し、住

民から地域の実情や意見を伺いました。            P36・P37 参照 

計画案の審議

情報提供 照会

パブリックコメント

計画案に対する意見

委員委嘱

地域ケア会議

地域包括ケア

「見える化」システム活用

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査

在宅介護実態調査

介護支援専門員調査

介護保険サービス提供事業者調査

市民意見等の集約

岩国市長 岩国市高齢者保健福祉計画策定委員会

厚生労働省・山口県

健康福祉部

高齢者支援課

介 護 保 険 課

健 康 推 進 課

地 域 医 療 課

報告・協議
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第２章 計画の基本理念 

１ 基本理念  

「すべての高齢者が、住み慣れた地域で希望と生きがいに満ちて 

幸せな生活を送ることができる地域社会の実現」 
 

第７期計画は、第６期計画を受け継ぎ、「地域包括ケアシステムの深化・推進」と位

置付けられています。 

本計画は、地域包括ケアシステムの深化・推進及び介護保険制度の持続可能性確保の

ため、保険者機能の強化等による高齢者の自立支援と要介護状態の重度化防止に向けた

取組の推進、医療・介護の連携の推進、地域共生社会の実現に向けて、地域住民と行政

等との協働による包括的支援体制づくりを行うことで、高齢者が安心していきいきと暮

らせる地域社会の実現を目指します。 

そのためには、地域で、医療、介護、介護予防、住まい、生活支援等のサービスが切

れ目なく提供されることが必要ですが、個々の生活の状況や価値観により、住民のニー

ズは、多様化・複雑化しています。地域でのサービス提供の在り方として、「自助」「互

助」「共助」「公助」が連携して機能する体制づくりを目指します。 

 

資料３【地域包括ケアシステムのイメージ図】 
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資料４【「自助」「互助」「共助」「公助」からみた地域包括ケアシステム】 

 

 

 

２ 基本目標 

第７期計画では、基本理念を実現するために、次の２つの基本目標を掲げました。 

 

Ⅰ 高齢者が健康で生きがいを持って生活している 

「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」の結果により、主観的健康感と主観的幸福

感、生きがいがあることと主観的幸福感には、それぞれ相関があることが分かりまし

た。実際に、高齢者が住み慣れた地域で幸福な生活を送るためには、心身機能や生活

機能が健康な状態であることだけでなく、地域や社会に参加し、住民同士が「つなが

る」活動等が「健康づくり」や「生きがいづくり」に重要であると考えられます。高

齢者の幸福な生活には、健康で生きがいを持つことが必要であり、これを第１の基本

目標とします。 

 

Ⅱ 高齢者が安心して安全に生活している 

高齢となり手足が不自由になったり、物忘れが多くなったりした場合でも、本人が

希望する住み慣れた場所で生活するためには、日常生活の支援、見守り支援、介護し

ている家族への支援、困りごとを相談できる場所及び必要な医療と介護の提供体制等

が必要となります。高齢者の幸福な生活には、自身が健康と生きがいを持つだけでは

なく、このような高齢者の生活環境が整備され、その中で安心して安全に生活してい

ることも必要であり、これを第２の基本目標とします。 
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３ 2018(平成 30)年度～2020 年度の重点施策 

 いわゆる団塊の世代が 75 歳を迎え、介護が必要と見込まれる人がピークに達する

2025 年を見据えて、基本理念、基本目標を達成し、地域包括ケアシステムの深化・推

進を図るため、次の重点施策に取り組みます。 

 

 

介護予防の推進により、健康寿命の延伸を図り、健康寿命と平均寿命の差を縮小さ

せるための施策が必要です。「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」では、主観的健

康感が主観的幸福感と相関が高いことが分かりました。また、主観的健康感は、身体

的な運動機能、口腔
く う

機能やうつ傾向との相関があり、それらの対策が健康づくりに重

要であることから幅広い健康づくりの施策の展開を行います。 

 

 

主観的幸福感が高いことは、社会参加や、人との主体的な交流があること、生きが

いを持っていることと関係が深いことが、「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」で

明らかになっています。高齢になっても社会との関わりを持ち、生きがいを持って生

活しやすい環境の整備を行います。 

 

 

 高齢化が進行する中で、生活に必要な店舗や交通手段のさらなる減少、ひとり暮ら

し高齢者や高齢者のみの世帯数の増加が見込まれます。地域の高齢者が孤立していか

ないように、地域での生活を支えるサービスや、介護予防を目的として集える場やそ

れを支える仕組みを構築します。 

 

 

 高齢化に伴い、認知症の人口は今後も増加が見込まれます。就労しながら介護をし

ている人にとっても、認知症の進行が、大きな不安材料となっていることが今回行っ

た「在宅介護実態調査」でも明らかになっており、認知症の予防や、地域で認知症の

人を支える仕組みづくりに取り組みます。 

 

 

 

 

 

重点施策１ 健康づくり・自立支援・介護予防・重度化防止の推進 

重点施策２ 社会参加・生きがいづくりの促進 

重点施策３ 在宅生活支援体制の整備・推進 

重点施策４ 認知症施策の推進 
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 介護状態の重度化を防ぐために、入退院時の医療と介護の連携や、在宅療養での医

療と介護の連携を推進します。今回の「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」では、

人生の最期をどこで迎えたいかとの質問に、自宅で迎えたいと多くの高齢者が答えて

おり、今後はターミナルケアへ向けての対応にも取り組みます。 

 

  

 高齢者ができる限り住み慣れた地域で暮らし続けるためには、安心して暮らせる住

まいや地域の生活環境が重要となります。安心して日常生活を送ることができるよう

に、高齢者の権利擁護、虐待防止に関する啓発及び関係機関との連携を強化していき

ます。また、多様な高齢者向けの住まいが整備されている中で、今回の「介護予防・

日常生活圏域ニーズ調査」では、身元引受人になる親族がいないとの回答もあり、こ

れらの人の受入先の確保について検討します。 

 

 

重点施策５ 医療と介護の連携強化 

重点施策６ 安心して生活できる環境づくり 
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４ 計画の体系 

第２次 

岩国市 

総合計画 

第       ７       期 

基本理念 基本目標 重点施策 

子
育
て
と
い
き
い
き
と
し
た
暮
ら
し
を
応
援
す
る
ま
ち 

す
べ
て
の
高
齢
者
が
、
住
み
慣
れ
た
地
域
で
希
望
と
生
き
が
い
に
満
ち
て
幸
せ
な
生
活
を
送
る
こ
と
が
で
き

る
地
域
社
会
の
実
現( 

※
第
６
期
計
画
か
ら
継
続 

) 

Ⅰ 高齢者が健康で生きがい

を持って生活している 

１ 健康づくり・自立支援・介護予

防・重度化防止の推進 

 

 

 ２ 社会参加・生きがいづくりの促進 

 ３ 在宅生活支援体制の整備・推進 

 

 

Ⅱ  高齢者が安心して安全に

生活している 

４ 認知症施策の推進 

 

 ５ 医療と介護の連携強化 

 

 

 

 

 ６ 安心して生活できる環境づくり 

 

 

 

 

基本目標Ⅰ・Ⅱに対する評価指標 
2016 年度 

(平成 28 年度) 
2020 年度 

元気高齢者の割合 

＝ 要支援・要介護認定を受けていない前期高齢者の割合 

(認定を受けていない前期高齢者数／前期高齢者人口) 

96.09％ 96.49％ 

主観的に健康であると感じている人の割合 75.3％ 80％ 

主観的に幸福であると感じている人の割合 45.1％ 50％ 
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計       画 

主な事業 評価指標 

(１)高齢者の健康づくりの推進 P38 

(２)介護予防の推進 P39 

(３)自立の支援・重度化防止のための関係機関との

連携推進 P40 

○介護予防事業に参加する人数 

○要支援・要介護認定者、事業対象者の状態改善人数 

○健康づくり計画推進部会の登録団体数 

(１)高齢者が地域で活躍できる環境づくり P41 

(２)高齢者の参加の場づくり P42 

○社会参加している人の割合 

○生きがいのある人の割合 

○高齢者生きがいボランティアグループ数 

(１)日常生活支援サービスの充実 P43 

(２)高齢者福祉サービスの充実 P44 

(３)介護離職の防止 P44  

(４)地域ケア会議の推進・強化 P45 

○生活支援サービスを提供できる団体数 

○地域ケア会議(地区社協単位等)の開催回数 

(１)認知症の理解促進 P46 

(２)認知症の人とその家族への支援体制の強化 P47 

○認知症サポーター数 

○はいかい高齢者等SOSネットワーク協力事業所

数 

(１)切れ目のない医療・介護サービス提供体制の構築 

P48 

(２)医療・介護連携のための多職種連携の促進 P48 

(３)できる限り住み慣れた地域で暮らすための住民へ

の啓発 P49 

○病気などで人生の最期を迎える時が来た場合

「人生の最期を自宅で過ごしたい」又は「できる限

り自宅で療養して、必要になれば医療機関に入院

したい」と思う人の割合 

○医療・介護連携窓口の相談件数 

(１)地域包括支援センターの機能強化 P50 

(２)安心安全体制の整備 P50 

(３)高齢者の住まいの安定的な確保 P51 

(４)高齢者虐待の防止及び権利擁護の推進 P51 

(５)地域共生社会に向けた体制づくり P52 

○地域包括支援センターへの相談件数 

○長寿いきいき見守り事業での見守り総件数 

○あんしん情報カプセルの保有件数 

  

目標の設定 

元気高齢者が増える指標として、介護認定を受けていない前期高齢者が毎年 0.1％ずつ増えること 

を目指します。 

主観的に健康であると感じている高齢者の県内平均値は 73.0％、県内最高値は 77.9％です。 

８割の高齢者が主観的に健康であると感じるように支援していくことを目指します。 

主観的に幸福であると感じている高齢者の県内平均値は 42.7％、県内最高値は 50.2％です。 

５割の高齢者が主観的に幸福であると感じるように支援していくことを目指します。 
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５ 地域包括ケア推進体制 

岩国市では、本計画を推進し、地域包括ケアシステムを構築・推進するために、地域包

括ケア推進協議会を設置し、専門部会と地域部会が連携し、高齢者を支える体制づくりに

ついて検討します。また、推進本部を設置し、庁内連携や政策形成を行っていきます。 

 

資料５【地域包括ケア推進体制】 

 

 

 

 

 

 
報
告

・
提
案 

 

 
課題別に、６つの部会を設置し、行政、

医療、介護、福祉等の関係機関、市民組織
で取組内容等の情報共有を行います。 

能力に応じて自立した生活を送り、自分
らしい生き方ができるよう支援やサービス
の資源開発等に関する協議、検討を行い
ます。 

 

医療部会  介護部会 

     

介護予防部会  生活支援部会 

     

住まい部会  認知症対策部会 

 

専門部会 
 

 
地区社会福祉協議会又は自治

会連合会単位で開催します。 
地域の実情に応じた課題や状

況に応じた把握をし、課題を抽出
して取組について協議・検討を行
います。 

 

 

地域部会 

報告・提案 報告・提案 

 

 
地域包括ケアを推進するた

めの庁内の部課間の横断的
な連携、調整、検討を行いま
す。 

 
【組織】 

本部長：市長 
副本部長：副市長 
関係部局部長 
 

 
 
地域包括ケアシステムを構築・推進するために関係機

関等の連絡調整を図ります。協議事項に応じて、専門部
会と地域部会を設置し、その意見を取りまとめ、方針・計
画（案）を協議します。 
 

【構成】 
市民団体・医療関係機関・介護保険サービス提供事業者 
社会福祉関係機関・地域包括支援センター・行政機関など 

 

地域包括ケア推進協議会 地域包括ケア推進本部 
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６ 日常生活圏域の設定 

(1)日常生活圏域の概況 

日常生活圏域別の面積、人口等は、資料７のとおりです。面積は「岩国５」が最も

広くなっています。圏域別の人口と高齢者数は「岩国１」が最も多くなっていますが、

高齢化率と要支援・要介護認定率は「岩国５」が最も高くなっています。 

第６期計画からの変更点は、次の２点です。 

 

・「小瀬地域」を、実際に日常生活が営まれている地域、中学校区に合わせ、「岩国

２」から「岩国１」へ移行します。 

・「北河内・南河内地域」を、実際に日常生活が営まれている地域、地区組織活動

区域に合わせ、「岩国４」から「岩国２」へ移行します。 

 

資料６【日常生活圏域】 

岩国１ 

岩国２ 

岩国３ 

岩国４ 

岩国５ 
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資料７【日常生活圏域の概況】 

 
岩国１ 岩国２ 岩国３ 岩国４ 岩国５ 

構成地域 

麻里布・東・ 

装港・柱島・ 

川下・愛宕・ 

小瀬 

岩国・平田・ 

藤河・御庄・ 

北河内・ 

南河内・ 

師木野 

灘・通津・由宇 玖珂・周東 
本郷・錦・ 

美川・美和 

面積(km2) 51.00 141.94 58.94 167.79 454.05 

人口(人) 49,564 29,560 25,855 23,389 8,676 

高齢者数

(人) 
15,053 9,729 9,147 8,269 4,465 

高齢化率

(％) 
30.4 32.9 35.4 35.4 51.5 

要支援・要介護 

認定率(％) 
18.1 17.7 17.0 17.3 28.0 

地域の 

特徴 

 

岩国市の中心

市街地を含む

人口密集地域

です。官公庁、

公共施設や商

業施設等が集

積、公共交通

機 関 も 充 実

し、 生 活 利 便

性に優れてい

ます。面積は

最小ですが、

人口及び高齢

者数は最も多

く な っ て い ま

す。 離島 で あ

る 柱 島 ３ 島 も

含 ん で い ま

す。 

 

岩国市の中心

市街地から西

方に位置する

住宅地を含む

地域です。錦

川周辺に平野

が広がってい

ま すが 、 その

ほかは、おお

むね山地とな

っています。地

域の中心を山

陽自動車道、

山陽新幹線、

錦川清流線や

Ｊ Ｒ 岩 徳 線 が

通っています。 

 

岩国市南部を

占める海岸に

面した地域で

す 。 市 街 地

は、海岸線沿

いと由宇総合

支所を中心と

した周辺に形

成されて いま

す 。 海 岸 に

は、複数の企

業の工場があ

ります。そのほ

かはおおむね

山 地 とな っ て

いま す。 岩 国

市の中心部と

JR 山陽本線、

国道 188 号に

よって結ばれ

ています。 

 

岩国市西部の

山 間 部 で あ

り、玖珂町、周

東町で構成さ

れている地域

です。市街地

は、玖珂総合

支所を中心と

した一帯と、周

東総合支所を

中 心 とした一

帯に広がって

いま す。 玖 珂

町と周東町の

中 心 を Ｊ Ｒ 岩

徳 線 と国 道 ２

号が通ってお

り、 中 心 市 街

地と結ばれて

います。 

 

岩国市北部の

山地を中心と

し た 地 域 で

す。住宅は各

総合支所 ・支

所 を中 心 とし

た地域に立地

しています。錦

川沿いに錦川

清 流 線 が 通

り 、 錦 町 か ら

美 川 町 を 経

て、中心市街

地と結ばれて

いま す。 広 い

地域に小規模

で高齢化の進

んだ集落が点

在しています。 

資料：介護保険課(2017(平成 29)年 10 月１日現在) 

下線がある構成地域は、本計画で所属圏域を変更したもの 
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(2)日常生活圏域別の高齢者の状況 

① 高齢者人口の推移 

資料８【日常生活圏域別の高齢者人口の推移】       (単位：人) 

日常生活圏域 
2012 年 

(平成 24 年) 

2013 年 

(平成 25 年) 

2014 年 

(平成 26 年) 

2015 年 

(平成 27 年) 

2016 年 

(平成 28 年) 

2017 年  

(平成 29 年) 

岩国１ 13,176 13,611 14,043 14,315 14,539 14,634 

岩国２ 8,173 8,393 8,606 8,752 8,833 8,927 

岩国３ 8,306 8,450 8,779 8,983 9,116 9,147 

岩国４ 8,674 8,914 9,172 9,284 9,429 9,490 

岩国５ 4,589 4,570 4,538 4,518 4,519 4,465 

計 42,918 43,938 45,138 45,852 46,436 46,663 

資料：介護保険課(各年 10 月１日現在、第６期計画日常生活圏域での人口推移) 

 

② 高齢者人口の将来推計  

資料９【日常生活圏域別の将来人口】 

 実績 推計 
2017 年 

(平成 29 年) 
2018 年 

(平成 30 年) 
2019 年 2020 年 2025 年 

岩国１ 

総人口(人) 49,564 49,034 48,487 47,931 44,908 

 高齢者人口(人) 15,053 15,138 15,113 15,076 14,650 

高齢化率(％) 30.4 30.9 31.2 31.5 32.6 

岩国２ 

総人口(人) 29,560 29,220 28,870 28,517 26,555 

 高齢者人口(人) 9,729 9,734 9,748 9,747 9,467 

高齢化率(％) 32.9 33.3 33.8 34.2 35.7 

岩国３ 

総人口(人) 25,855 25,522 25,162 24,810 22,918 

 高齢者人口(人) 9,147 9,200 9,230 9,198 8,854 

高齢化率(％) 35.4 36.0 36.7 37.1 38.6 

岩国４ 

総人口(人) 23,389 23,104 22,821 22,540 20,962 

 高齢者人口(人) 8,269 8,311 8,339 8,364 8,130 

高齢化率(％) 35.4 36.0 36.5 37.1 38.8 

岩国５ 

総人口(人) 8,676 8,448 8,210 7,977 6,774 

 高齢者人口(人) 4,465 4,401 4,327 4,241 3,715 

高齢化率(％) 51.5 52.1 52.7 53.2 54.8 

計 

総人口(人) 137,044 135,328 133,550 131,775 122,117 

 高齢者人口(人) 46,663 46,784 46,757 46,626 44,816 

高齢化率(％) 34.1 34.6 35.0 35.4 36.7 

資料：介護保険課(2017(平成 29)年は 10 月 1 日現在、第７期計画日常生活圏域での人口推計) 
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(3)日常生活圏域別要支援・要介護認定者の状況 

① 要支援・要介護認定者の状況 

資料 10【日常生活圏域別の要支援・要介護認定率】 

日常生活圏域 
要支援・要介護認定者 

Ａ(人) 

第１号被保険者人口 

Ｂ(人) 

要支援・要介護認定率 

Ａ／Ｂ(％) 

岩国１ 2,717 15,035 18.1 

岩国２ 1,722 9,705 17.7 

岩国３ 1,552 9,134 17.0 

岩国４ 1,426 8,259 17.3 

岩国５ 1,247 4,456 28.0 

住所地特例 94 － － 

計 8,758 46,589 18.8 

資料：介護保険課(2017(平成 29)年９月末現在) 

 

 ② 認知症高齢者の日常生活自立度 

資料 11【日常生活圏域別要支援・要介護認定者数のうち認知症高齢者の日常生活自立度】 

区 分 自立 Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ M 不明 計 

岩国１ 
(人) 563 508 292 511 451 123 215 38 16 2,717 

(％) 20.7 18.7 10.7 18.8 16.6 4.5 7.9 1.4 0.6 100.0 

岩国２ 
(人) 318 310 183 302 321 87 162 37 2 1,722 

(％) 18.5 18.0 10.6 17.5 18.6 5.1 9.4 2.1 0.1 100.0 

岩国３ 
(人) 265 322 203 295 261 73 109 17 7 1,552 

(％) 17.1 20.7 13.1 19.0 16.8 4.7 7.0 1.1 0.5 100.0 

岩国４ 
(人) 168 278 235 343 197 83 98 14 10 1,426 

(％) 11.8 19.5 16.5 24.1 13.8 5.8 6.9 1.0 0.7 100.0 

岩国５ 
(人) 220 313 138 218 160 46 120 30 2 1,247 

(％) 17.6 25.1 11.1 17.5 12.8 3.7 9.6 2.4 0.2 100.0 

住所地 
特例 

(人) 4 11 9 16 19 7 20 8 0 94 

(％) 4.3 11.7 9.6 17.0 20.2 7.4 21.3 8.5 0.0 100.0 

計 
(人) 1,538 1,742 1,060 1,685 1,409 419 724 144 37 8,758 

(％) 17.6 19.9 12.1 19.2 16.1 4.8 8.3 1.6 0.4 100.0 

資料：介護保険課(2017(平成 29)年９月末現在) 
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(4)介護保険サービス提供事業所の設置状況  

資料 12【介護保険サービス提供事業所の日常生活圏域別の設置状況】 

区分 
圏域 第５期

末時点 岩国１ 岩国２ 岩国３ 岩国４ 岩国５ 合計 

居
宅
サ
ー
ビ
ス 

居宅介護支援 箇所 14(1) 14(1) 7 10 4 49(2) 44(1) 

介護予防支援 
直営 箇所 1 1 1 

委託 箇所 1 1 1 1 1 5 1 

訪問介護 箇所 14 13(1) 4 8 4 43(1) 41 

訪問入浴介護 箇所 2 1 1     4 3 

訪問看護 箇所 4 3(1)   2   9(1) 6 

訪問リハビリテーション 箇所 4 1   1   6 4 

通所介護 箇所 9 3 8 2 2 24 51(1) 

通所リハビリテーション 箇所 5 1 1 3 1 11 9 

短期入所生活介護 箇所 2 2 2 3 4 13 13 

短期入所療養介護 箇所 2 1 1 2 1 7 8 

特定施設入居者生活介護 
箇所 1 3 1 5 1 11 11 

定員 36 200 60 249 50 595 595 

福祉用具貸与 箇所 5 4 3 1 
 

13 13 

特定福祉用具販売 箇所 5 4 3 1   13 13 

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス 

夜間対応型訪問介護 箇所           0 0 

地域密着型通所介護 箇所 3 10 2 6 3 24 0 

認知症対応型通所介護 箇所 3 1 1 1 1 7 10 

小規模多機能型通所介護 箇所 4 4 1 4   13 12 

認知症対応型共同生活介護 
箇所 5 4 5 6 2 22 22 

定員 90 54 90 108 27 369 369 

地域密着型特定施設入所者 

生活介護 

箇所 1 1 1 1   4 4 

定員 29 29 29 29   116 116 

地域密着型介護老人福祉施設

入居者生活介護 

箇所   1 2 1 1 5 5 

定員   24 58 29 29 140 140 

施
設
サ
ー
ビ
ス 

介護老人福祉施設 
箇所 2 2 1 2 4 11 11 

定員 160 106 50 138 213 667 667 

介護老人保健施設 
箇所 2 1 1 2 1 7 7 

定員 130 100 50 120 60 460 460 

介護療養型医療施設 
箇所     1     1 2 

定員     60     60 83 

 ※( )内は事業所のうち休止中事業所数 資料：介護保険課(2017(平成 29)年 10 月１日現在) 

   ※通所介護事業所のうち、定員 18 名以下の事業所が 2016(平成 28)年度より地域密着型に移行
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第３章 高齢者の現状と課題 

１ 人口と高齢化の推移 

(1)人口・世帯数・世帯員数の推移 

本市の総人口は減少傾向にあり、2025 年には 123,000 人を割り込むことが

見込まれます。平均世帯員数も減少傾向にあります。  
 

資料 13【人口・世帯数・世帯員数の推移】 

152,916 148,962 144,864
140,200 138,614 137,044 135,328 133,550 131,775

122,117

67,084 67,271 66,950 66,468 66,312 66,111

0

30,000

60,000

90,000

0

50,000

100,000

150,000

2006

(平成18)

2009

(平成21)

2012

(平成24)

2015

(平成27)

2016

(平成28)

2017

(平成29)

2018

(平成30)

2019 2020 2025

（世帯）（人）

(年度)

人口の推移 世帯数 平均世帯員数（人）  
※2017(平成 29)年以前は住民基本台帳(各年 10 月 1 日現在)、2018(平成 30)年以降は、コーホート変化率法で推計 

 

(2)年齢別人口構成の推移 

    年少人口(０～14 歳)と生産年齢人口(15～64 歳)が減少し、高齢者人口(65

歳以上)が増加していくことが見込まれます。 
   

資料 14【年齢別人口構成の推移】 

12.7

12.1

11.7

11.5

11.4

10.8

57.5

55.2

53.8

53.4

53.2

52.5

29.8

32.7

34.6

35.0

35.4

36.7

2012

(平成24)

2015

(平成27)

2018

(平成30)

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

(年度)

(％)
年少人口 生産年齢人口 高齢者人口

2019

2020

2025

 
※2017(平成 29)年以前は住民基本台帳(各年 10 月 1 日現在)、2018(平成 30)年以降は、コーホート変化率法で推計 

2.28 2.21 2.16 
2.11 2.09 2.07 
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(3)高齢化率の推移 

    高齢化率は上昇していき、2025 年度には高齢化率 36.7％になる見込みです。 

高齢者人口は 2018(平成 30)年の 46,784 人をピークに、前期高齢者人口は

2016(平成 28)年の 21,973 人をピークに減少していきますが、後期高齢者人

口は増加していく見込みです。 

 

資料 15【高齢化率の推移】 

19,845 20,465 21,464 21,940 21,973 21,836 21,735 21,429 21,322 17,507

23,073 23,473 23,674 23,912 24,463 24,827 25,049 25,328 25,304
27,309

42,918 43,938 45,138 45,852 46,436 46,663 46,784 46,757 46,626 44,816

29.6 30.6 31.8 32.7 33.5 34.1 34.6 35.0 35.4 36.7

15.9 16.4 16.7 17.1 17.6 18.1 18.5 19.0 19.2
22.4
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0
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(平成30)

2019 2020 2025
(年度)

（％）（人）

前期高齢者 後期高齢者 高齢化率 後期高齢化率  

※ 2017(平成 29)年以前は住民基本台帳(各年 10 月１日現在)、2018 (平成 30)年以降は、コーホート変化率法で推計 

 

(4)65 歳以上ひとり暮らし及び 75 歳以上ふたり暮らし世帯数の推移 

高齢者のひとり暮らし、ふたり暮らし世帯数は、ともに増加傾向です。 

 

資料 16【65 歳以上ひとり暮らし及び 75 歳以上ふたり暮らし世帯数の推移】 

5,517 5,671 5,748 5,795 5,831 5,953 6,086 6,142 6,206 6,270 6,241 6,343

1,363 1,375 1,683 1,801 1,861 2,005 2,077 2,095 2,138 2,159 2,195 2,419
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2.0 2.0
2.5 2.7 2.8 3.0 3.1 3.1 3.2 3.2 3.3 3.7

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

0

1,000

2,000
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(平成20)
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(平成21)

2010

(平成22)

2011

(平成23)

2012

(平成24)

2013

(平成25)

2014

(平成26)

2015

(平成27)

2016

(平成28)

2017

(平成29)

（％）（世帯）

(年度)

ひとり暮らし高齢者世帯 ふたり暮らし高齢者世帯

ひとり暮らし高齢者世帯の割合 ふたり暮らし高齢者世帯の割合  
資料：高齢者支援課(各年 5 月 1 日現在) 
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(5)平均寿命と健康寿命の推移 

 2013(平成 25)年の平均寿命と健康寿命の差は、男性 9.12 年、女性 11.38

年です。 

 

資料 17【平均寿命と健康寿命の推移】 

【男性】 

 

78.07 78.64 79.19 79.55 80.21

69.37 68.87 70.06 70.47 71.09
65
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(平成25)

（歳）

(年)

平均寿命 健康寿命
 

 

【女性】 

 

84.93 85.59 85.99 86.30 86.61

73.11 72.64 72.72 73.71 75.23
65

70
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80

85
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(平成13)
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(平成16)
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(平成19)
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(平成22)
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(平成25)

（歳）

(年)

平均寿命 健康寿命
 

資料：平均寿命：厚労省 簡易生命表０歳の平均余命(全国) 

             健康寿命：厚生労働科学研究健康寿命のページ  

                    健康寿命はいずれも山口県数値  

11.82 

11.38 

8.7 

9.12 
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２ 要支援・要介護認定者、利用者及び介護・予防給付対象サービス費の推移 

(1)第 1 号被保険者における要支援・要介護認定者数の推移 

   要支援・要介護認定者数は、2016(平成 28)年９月末現在の人数は 8,700 人で

あり、2012(平成 24)年と比較すると、717 人の増加、増加率は 9.0％となって

います。 

 

資料 18【要支援・要介護認定者数の推移】 

152
1,042 1,163 1,118 1,228 1,118
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1,011 1,059
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要支援１
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認定率（％）

※事業対象者を除く

8,700 （事業対象者除く)

 

                    資料：介護保険課(各年９月末現在) 
 
2016(平成 28)年度には事業対象者が含まれています。事業対象者とは、高齢者の介護予防及び自立した日

常生活を支援する介護予防・生活支援サービス事業において、生活機能等を確認する基本チェックリストによ

り、訪問型サービス、通所型サービスを利用できることとなった人のことです。 

 

第１号被保険者は年々増加しており、要支援・要介護認定者数も第１号被保険者

の増加に伴い増加しています。 
 

資料 19【第１号被保険者数の推移】 
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資料：介護保険課(各年９月末現在) 
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(2)介護・予防給付対象サービス利用者数の推移 

2016(平成 28)年９月の実績では、施設サービス利用者の割合は 19.3％、居住

系サービス利用者は 12.9％、居宅サービス利用者は 67.8％となっています。 

毎年増加していた利用者数が、2016(平成 28)年４月から開始した介護予防・日

常生活支援総合事業(以下「総合事業」といいます。)の影響により、若干ではあり

ますが減少しています。 
 

資料 20【介護・予防給付対象サービス利用者数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険課(各年度９月分実績) 

※1 施設サービス：介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護が含まれます。 

※2 居住系サービス：特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着

型特定施設入居者生活介護が含まれます。 

※3 居宅サービス：訪問系・通所系サービス、短期入所サービス、住宅改修、特定福祉用具

購入、小規模多機能型居宅介護が含まれます。 

 

(3)介護・予防給付対象サービス費の推移 

  毎年増加していた介護・予防給付対象サービス費は、2016(平成 28)年４月に開

始した総合事業の影響により減少しています。給付割合は、居宅サービス費の割合

が毎年増加しています。 

資料 21【介護・予防給付対象サービス費の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険課（各年度実績） 

 

1,348 1,337 1,404 1,449 1,412

893 920 925 929 940

4,662 4,885 4,959 5,150 4,960

6,903 7,142 7,288
7,528 7,312

19.5% 18.7% 19.3% 19.3% 19.3%

13.0% 12.9% 12.7% 12.3% 12.9%

67.5% 68.4% 68.0% 68.4% 67.8%

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2012(平成24) 2013(平成25) 2014(平成26) 2015(平成27) 2016(平成28)

（％）（人）

(年度)

施設サービス利用者数 居住系サービス利用者数 居宅サービス利用者数
施設サービス利用者数割合 居住系サービス利用者数割合 居宅サービス利用者数割合

4,137 4,244 4,441 4,440 4,310

2,128 2,144 2,159 2,161 2,167

4,876 5,156 5,349 5,439 5,410

11,141 11,544 11,949 12,040 11,887

37.1% 36.7% 37.2% 36.9% 36.3%

19.1% 18.6% 18.1% 17.9% 18.2%

43.8% 44.7% 44.7%
45.2% 45.5%

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

2012(平成24) 2013(平成25) 2014(平成26) 2015(平成27) 2016(平成28)

（％）（百万円）

(年度)

施設サービス費 居住系サービス費 居宅サービス費
施設サービス費割合 居住系サービス費割合 居宅サービス費割合
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３ 第６期計画における重点施策の事業実績 

第６期計画における重点施策に対する実績は、以下のとおりです。 
 

地域包括ケ

アシステム

を推進する

ための体制

づくり 

・本市の地域包括ケアシステム構築のため、『地域包括ケア推進協議会』『専門部会』

『地域部会』『推進本部』を設置しました。 

・地域包括支援センターの機能強化として、2015(平成 27)年度に４か所の地域包括支

援センターを増設し、住民にとって身近な相談体制づくりを行いました。2016(平成 28)

年度には、統括的機能を持つ基幹型センターを設置して、日常生活圏域ごとに２か所

設置している地域型センターとの連携を強化する体制を整備し、生活圏域の特性に根

ざした関係機関との連携や情報の集積を行いました。 

・地域におけるネットワークづくりの推進では、個別の地域ケア会議で、「自立支援」に

向けたケアマネジメントやサービス提供を検討し、多職種間協働による地域包括支援

ネットワークを構築しました。 

介護予防の

推進 

・介護予防教室 OB 会グループ数が 66 グループ(2014(平成 26)年度)から 81 グループ

(2016(平成 28)年度)に増加しました。 

・2016(平成 28)年度から総合事業を開始し、実施基準を緩和した通所事業所が、５事業

所開設されました。 

・介護予防のための通いの場づくりを行う住民ボランティアグループ等 23 団体に対して

運営費を助成し、通いの場の増加につながりました。 

・予防給付者と事業対象者を合わせ改善効果のあった人の数は、2016(平成 28)年度

130 人の目標に対し 147 人となり、目標を上回りました。 

在宅生活支

援の推進 

・総合事業における実施基準を緩和した訪問事業所が、６事業所開設されました。 

・実施基準を緩和した訪問型サービス拡充のため、従事者要件の緩和等を行いました。 

・小単位での地域ケア会議を開催し、介護予防・生活支援につながる地域資源の情報

共有や協議を行いました。 

・高齢者を支援するためのボランティア養成講座の開催により人材バンク登録者が 96

人(2014(平成 26)年度)から 296 人(2016(平成 28)年度)に増加しました。 

・外出支援としてタクシー利用券・渡船利用券の交付枚数の拡大を図りました。 

認知症施策

の推進 

・地域支援体制の充実として、市内全中学校での認知症サポーター養成講座の開催を

目標とし、2016(平成 28)年度は 920 人の中学生サポーターを養成し、サポーター人数

が増加しました。 

・認知症高齢者等位置情報提供事業を開始し、はいかい高齢者等 SOS ネットワーク事

業とともに、関係機関の協力を得て、認知症の人とその家族への支援体制づくりが進

みました。 

・医療・在宅生活支援の充実では、認知症地域支援推進員を配置し、認知症相談会や

支援会議を実施しました。 

・認知症初期集中支援チームの設置を行いました。 

社会参加の

促進 

・70 歳以上の高齢者に福祉優待乗車証を交付し、移動の支援を図りました。 

・老人クラブが介護予防・生きがいづくりの意識を持って活動を継続できるよう支援しま

した。 

・参加の場づくりの推進では、高齢者生きがいボランティアグループ数が 15 グループ

(2014(平成 26) 年度)から 36 グループ(2016(平成 28)年度)に増加しました。 

安心して生

活できる環

境づくりの 

推進 

・地域包括支援センターによる、できる限り自分らしく暮らす準備の方法や任意後見制

度の紹介等、個人でできる権利擁護の手段を啓発しました。 

・相談、見守り体制の充実により高齢者虐待相談・通報件数が維持されました。 

・あんしん情報カプセルの交付による、救急時の活用が定着化してきました。 

・高齢者の居住安定に係る施策の連携では、高齢者の居住に係る情報の集約と市民

への情報提供を行いました。 
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４ 高齢者保健福祉計画に係るアンケート調査の結果 

第７期の６つの重点施策等の観点から、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査及び在

宅介護実態調査の結果をまとめています。 
 

(1)健康づくり・自立支援・介護予防・重度化防止の推進 

 ① 主観的健康感 

  年齢層が上がるとともに、主観的健康感は低くなっています。(介護予防・日常

生活圏域ニーズ調査) 

資料 22【主観的健康感】 

11.3

10.1

9.4

7.7

2.9

3.6

16.7

70.2

71.2

62.8

61.5

59.5

54.2

55.6

15.3

14.4

21.4

25.4

30.3

30.1

27.8

2.1

3.3

4.2

3.0

5.8

4.8

1.1

1.0

2.1

2.4

1.5

7.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

65～69歳 n=904

70～74歳 n=706

75～79歳 n=659

80～84歳 n=493

85～89歳 n=274

90～94歳 n=  83

95歳以上 n=  18

(％)

とてもよい まあよい あまりよくない よくない 無回答  

 

② 機能の低下リスク 

各機能の低下リスクでみると、「社会的役割の低下」「認知機能の低下」のリス

クが高くなっています。(介護予防・日常生活圏域ニーズ調査) 
 

資料 23【機能の低下リスク】 

18.1 

36.9 

21.2 
1.2 

24.1 

50.0 

13.5 

41.3 
53.0 

45.2 

0.0

20.0

40.0

60.0

運
動
器
の
機
能
低
下

転
倒
リ
ス
ク

閉
じ
こ
も
り
傾
向

低
栄
養
状
態

口
腔
機
能
の
低
下

認
知
機
能
の
低
下

Ｉ
Ａ
Ｄ
Ｌ
の
低
下

知
的
能
動
性
の
低
下

社
会
的
役
割
の
低
下

う
つ
傾
向

(％) n=3,137

 
※1 IADL：買物・料理・金銭管理等の自立した日常生活を送る能力 

※2 知的能動性：新聞を読む、読書をする等の情報収集・表現能力 

 

※1 ※2 
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③ 年齢別による機能の低下リスク 

年齢層が上がるとともに、各機能の低下リスクは増加していますが、特に「運

動器の機能低下」「転倒リスク」「閉じこもり傾向」「ＩＡＤＬの低下」は急激に

増加しています。(介護予防・日常生活圏域ニーズ調査) 

 

資料 24【年齢別による機能の低下リスク】 

                                                              (単位：％) 

全体
n=3137

65～69歳
n=904

70～74歳
n=706

75～79歳
n=659

80～84歳
n=493

85～89歳
n=274

90～94歳
n=83

95歳以上
n=18

運動器の機能低下 18.1 6.9 9.8 18.5 27.4 43.4 57.8 66.7

転倒リスク 36.9 28.8 31.6 37.9 46.2 50.4 55.4 66.7

閉じこもり傾向 21.2 10.7 13.9 21.2 31.0 45.3 55.4 44.4

低栄養状態 1.2 1.0 1.1 1.1 0.8 2.6 2.4 0.0

口腔機能の低下 24.1 15.0 21.5 26.3 28.4 42.0 41.0 27.8

認知機能の低下 50.0 39.3 46.3 54.2 56.6 67.2 66.3 66.7

ＩＡＤＬの低下 13.5 8.7 7.2 12.3 18.3 27.0 48.2 50.0

知的能動性の低下 41.3 36.5 39.1 41.9 44.0 51.1 55.4 55.6

社会的役割の低下 53.0 50.4 47.6 53.9 54.2 63.9 73.5 72.2

うつ傾向 45.2 46.9 42.6 42.9 46.5 51.5 39.8 33.3
 

  

④ 外出を控えている理由 

外出を控えている理由として、「足腰などの痛み」が 54.9％と最も高くなって

います。(介護予防・日常生活圏域ニーズ調査) 

 

資料 25【外出を控えている理由】 

16.0 3.8

54.9

18.6 12.5 10.5
18.8 14.2

20.0
8.2

0.0

20.0

40.0

60.0

病
気

障
害

足
腰
な
ど
の
痛
み

ト
イ
レ
の
心
配

耳
の
障
害

目
の
障
害

外
で
の
楽
し
み
が
な
い

経
済
的
に
出
ら
れ
な
い

交
通
手
段
が
な
い

そ
の
他

(％)  n=730
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(2)社会参加・生きがいづくりの促進 

① 主観的幸福感 

  「とても幸せ」を 10 点とした場合、年齢に関係なく、主観的幸福感で８～ 

10 点が、約半数を占めています。(介護予防・日常生活圏域ニーズ調査) 

 

資料 26【主観的幸福感】 

7.4

6.5

6.5

8.1

7.7

8.4

43.9

45.2

46.9

45.6

41.6

28.9

27.8

47.3

45.0

42.5

42.4

45.3

51.8

66.7

1.3

3.3

4.1

3.9

5.5

10.8

5.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

65～69歳 n=904

70～74歳 n=706

75～79歳 n=659

80～84歳 n=493

85～89歳 n=274

90～94歳 n=  83

95歳以上 n=  18

(％)

0～4点 5～7点 8～10点 無回答  

 

② 移動手段 

 外出する際の移動手段では、「自動車(自分で運転)」が 57.1％となっており、

公共交通機関の利用が少ない状況があります。(介護予防・日常生活圏域ニーズ

調査) 

 

資料 27【移動手段】 

39.5

19.0 5.5

57.1

27.2
9.9

17.3 2.4 0.4 0.4 1.6 13.3 0.2
0.0

20.0

40.0

60.0

徒
歩

自
転
車

バ
イ
ク

自
動
車
（
自
分
で
運
転
）

自
動
車
（
人
に
乗
せ
て
も
ら
う)

電
車

路
線
バ
ス

病
院
や
施
設
の
バ
ス

車
い
す

電
動
車
い
す
（
カ
ー
ト
）

歩
行
器
・シ
ル
バ
ー
カ
ー

タ
ク
シ
ー

そ
の
他

(％)  n=3,137
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③ 生きがいの内容 

生きがいがある人は 53.1％となっており、生きがいの内容としては「家族」

の割合が 31.3％、「趣味」の割合が 25.2％と高くなっています。(介護予防・日

常生活圏域ニーズ調査) 

 

資料 28【生きがい】 

■生きがいの有無 

 

 

 

 

■生きがいの内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 趣味の内容 

趣味としては、「スポーツ・運動」の割合が 44.2％と最も高くなっています。

(介護予防・日常生活圏域ニーズ調査) 

 

資料 29【趣味の内容】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

44.2

20.2
15.8 13.2 14.7

9.6

35.8
28.9

18.6
23.7

12.9 9.8
13.9

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

ス
ポ
ー
ツ
・運
動

カ
ラ
オ
ケ
・楽
器
演
奏

娯
楽

集
い
・サ
ロ
ン

ア
ウ
ト
ド
ア

語
学
・教
養

旅
行･

観
光

食
事
・料
理

芸
術
・創
作

鑑
賞
・観
劇

車
・バ
イ
ク

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

そ
の
他

(％)  n=2,480

n=3,137 53.1 37.3 9.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 (％)

生きがいあり 思いつかない 無回答

31.3

3.9 12.2

25.2

1.9 0.7 11.6

27.1

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

家
族

友
人
と
の
交
流

仕
事
・家
事

趣
味

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動

地
域
活
動

そ
の
他

無
回
答

(％)  n=1,666
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⑤ 地域づくりへの参加状況と参加意向 

地域活動への参加状況をみると、参加している人は 68.7％となっています。 

参加者としての地域づくりへの参加意向では、「是非参加したい」と「参加して

もよい」を合わせて 62.2％であり、地域交流しようという気持ちのある人は十

分にいることがわかります。 

企画・運営(お世話役として)での地域づくりへの参加意向では、「是非参加した

い」と「参加してもよい」を合わせて 36.2％あり、リーダーとして積極的に関わ

ろうと思っている人材も少なくありません。(介護予防・日常生活圏域ニーズ調査) 

 

資料 30【地域活動への参加状況】 

n=3,137 68.7 16.2 15.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 (％)

参加状況あり 参加状況なし 判別不能

 

 

資料 31【地域づくりへの参加意向】 

■参加者として 

n=3,137 11.3 50.9 32.1 5.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 (％)

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 無回答  

    ■企画・運営(お世話役として) 

n=3,137 4.1 32.1 57.0 6.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 (％)

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 無回答  
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(3)在宅生活支援体制の整備・推進 

① 要介護度別、訪問系サービス利用回数別の介護者が不安を感じる介護 

在宅生活を継続していくに当たって、要介護 3 以上では、特に「認知症状への

対応」と「夜間の排泄
せ つ

」に対して主な介護者の不安が大きい傾向がみられます。   

また、訪問系サービスを頻回に利用しているケースでは、「認知症状への対応」

や「夜間の排泄
せ つ

」に係る介護者不安が軽減される傾向がみられます。(在宅介護実

態調査) 

資料 32【要介護度別の介護者が不安を感じる介護】 

2.8 

11.9 

1.7 

21.6 

1.1 1.7 

16.5 

36.4 

8.5 
11.9 

2.8 

23.9 

34.7 

10.8 

1.7 

12.8 

18.9 

3.7 

23.2 

3.4 4.7 

12.8 

35.0 

18.5 

38.0 

3.4 

22.6 
19.5 

11.1 

4.7 

30.2 

40.6 

14.6 

21.9 

1.0 

6.3 

29.2 
25.0 

9.4 

43.8 

6.3 7.3 10.4 

3.1 
5.2 

0.0 

20.0 
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日
中
の
排
泄
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間
の
排
泄
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事
の
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助

入
浴
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身
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だ
し
な
み

衣
服
の
着
脱

屋
内
の
移
乗
・移
動

外
出
の
付
き
添
い
、

送
迎
等

服
薬

認
知
症
状
へ
の
対
応

医
療
面
で
の
対
応

食
事
の
準
備

そ
の
他
の
家
事

金
銭
管
理
や
生
活
面
に

必
要
な
諸
手
続
き

そ
の
他

(％)

要支援１・２（n=176 ） 要介護１・２ （n=297 ） 要介護３以上（ n=96 ）

せ
つ

せ
つ

 

 

資料 33【訪問系サービスの利用回数別の介護者が不安を感じる介護】 

32.3 

44.6 

13.8 

23.1 

0.0 

7.7 

23.1 
23.1 

9.2 

49.2 

6.2 
7.7 9.2 

3.1 1.5 

20.0 

46.7 

26.7 

13.3 

0.0 
6.7 

33.3 

20.0 20.0 

33.3 
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26.7 
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6.7 

31.3 

18.8 

6.3 
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37.5 
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中
の
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の
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事
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い
、

送
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服
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医
療
面
で
の
対
応

食
事
の
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そ
の
他
の
家
事

金
銭
管
理
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生
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に
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要
な
諸
手
続
き

そ
の
他

(％)

訪問系0回 （n=65 ） 訪問系1～14回（n=15 ） 訪問系15回以上（n=16 ）

せ
つ

せ
つ
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② 力を入れてほしい高齢者福祉施策 

 行政への要望で特に力を入れるべき高齢者福祉施策について、「介護保険制度以

外のサービスの充実」の割合が 56.6％と最も高くなっています。(介護支援専門

員調査) 

 

資料 34【力を入れてほしい高齢者福祉施策】 

36.1 37.3
31.3

19.3
24.1 22.9

27.7
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(％) n = 83

 
③ 希望する場所で暮らすために必要なこと 

高齢期に希望する場所で暮らすために必要なことについては、「医療機関が身近

にある」が 73.6％、「買い物をする店が近くにある」が 46.7％となっています。

(介護予防・日常生活圏域ニーズ調査) 

 

資料 35【希望する場所で暮らすために必要なこと】 
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(％)  n=3,137
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④ 要介護度別の必要と感じる支援・サービス 

 要介護度別の「在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス」をみると、要

支援 1・2 では「掃除・洗濯」が 18.7％、要介護 1・2 では「見守り・声かけ」

が 16.4％と最も高くなっています。どの要介護度でも、移送サービスの割合が

高くなっています。(在宅介護実態調査) 

 

資料 36【要介護度別の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス】 

12.1 
9.3 

18.7 

8.6 8.6 
13.6 

16.7 

6.6 
13.6 

3.5 

44.0 

9.9 9.3 
15.4 12.0 10.2 

15.4 16.0 
16.4 

12.3 

4.9 

46.6 

12.6 
9.7 11.7 7.8 6.8 

13.6 

24.3 
18.4 

8.7 
5.8 

46.6 

0.0 

10.0 
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40.0 

50.0 

配
食

調
理

掃
除
・洗
濯

買
い
物
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ミ
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し

外
出
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行

移
送
サ
ー
ビ
ス

見
守
り
・声
か
け

サ
ロ
ン
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ど
の
定
期
的
な

通
い
の
場

そ
の
他

特
に
な
し

(％)

要支援１・２ （n =257） 要介護１・２ （n =324 ） 要介護３以上（ n =103）
 

 

⑤ ひとり暮らしの住まいの状況 

 ひとり暮らしの高齢者の割合は 20.5％ですが、そのうち持家(一戸建て)、持家

(集合住宅)に住んでいるひとり暮らしの高齢者は、80.6％となっています。(介護

予防・日常生活圏域ニーズ調査) 

 

資料 37【ひとり暮らしの住まいの状況】 

■世帯構成 

n=3,137 20.5 46.0 4.7 15.6 12.2 1.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 (％)

ひとり暮らし 夫婦2人暮らし（配偶者65歳以上）
夫婦2人暮らし（配偶者64歳以下） 息子・娘との2世帯
その他 無回答  

 

■ひとり暮らしの住まいの状況 

n=642 79.2 1.4 6.9 1.63.6 4.6 2.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 (％)

持家（一戸建て） 持家（集合住宅） 公営賃貸住宅
民間賃貸住宅（一戸建て） 民間賃貸住宅（集合住宅） 借家
その他  
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⑥ タイプ２の介護サービスを提供していない理由 

 介護保険サービス提供事業者がタイプ２の介護サービスを提供していない理由

は、「実施するための人員がいない」が 54.2％、「採算が合わない」が 43.8％と

なっています。(介護保険サービス提供事業者調査) 

 

資料 38【タイプ２の介護サービスを提供していない理由】 

14.6 0.0
22.9

54.2
43.8

20.8
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採
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合
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な
い

そ
の
他

(％) n = 48

 

 

⑦ 介護者の就労と、利用サービス、不安に感じる介護 

 就労している介護者は、「訪問系を含む組合せ」の利用がやや高くなっています。 

就労継続が困難と考える介護者が不安に感じる介護は、｢入浴・洗身｣「認知症

状への対応」｢日中・夜間の排泄
せ つ

｣「屋内の移乗・移動」「食事の準備」が高い傾向

があります。(在宅介護実態調査) 

 
資料 39【介護者の就労状況別の利用サービス】 

フルタイム勤務 n=126

パートタイム勤務 n=112

働いていない n=324

21.4

18.8

25.3

10.3

11.6

11.1

22.2

17.0

12.7

46.0

52.7

50.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 (％)

未利用 訪問系のみ 訪問系を含む組合せ 通所系・短期系のみ  

 

 

 

 

 

 
 

 



第３章 高齢者の現状と課題 

 

31 

 

資料 40【介護者の就労継続見込別の介護者が不安に感じる介護】 

15.5
12.1

0.0

19.0

3.4

1.7

12.1

22.4

8.6

22.4

3.4

15.5

20.7
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6.9
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8.7

22.2

1.6
4.0

14.3

33.3

21.4

38.9

3.2

19.0
22.2

11.1

3.2

34.5 34.5

13.8

48.3

0.0
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31.0
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他

(％)

問題なく、続けていける （ n=58 ） 問題はあるが、何とか続けていける （ n=126 ）

続けていくのは「やや＋かなり難しい」 （ n=29 ）

せ
つ

せ
つ

 

 

 

⑧ 介護者の就労継続見込別の働き方調整 

 介護者の中で、何らかの働き方の調整を行いながら仕事をしている人は、今後

の仕事の継続について、困難さを感じていると考えられます。(在宅介護実態調査) 
 

資料 41【介護者の就労継続見込別の働き方調整】 
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続けていくのは「やや＋かなり難しい」（ n =29 ）  
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(4)認知症施策の推進 

① 認知症自立度別、就労継続見込み 

介護者にとって、介護している高齢者の認知症自立度が重度になるほど就労継

続が難しい傾向にあります。(在宅介護実態調査) 

  

資料 42【認知症自立度別、就労継続見込み】 

自立＋Ⅰ n=116

Ⅱ以上 n=122

31.9

17.2

44.8

60.7

2.6

7.4

6.0

8.2

14.7

6.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 (％)

問題なく、続けていける 問題はあるが、何とか続けていける 続けていくのは、やや難しい

続けていくのは、かなり難しい わからない  
 

 

(5)医療と介護の連携強化 

   ① 医療との連携のための取組状況 

 医療との連携強化のための取組状況について、「既に取り組んでいることがあ

る」が 45.0％となっています。(介護保険サービス提供事業者調査) 
 

資料 43【医療との連携のための取組状況】 
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② 医療連携への課題 

 医療連携の課題として、「入院・退院時の連携」「医師(主治医)との連携」の割

合が共に 59.0％と最も高くなっています。(介護支援専門員調査) 

 介護保険サービス提供事業者調査でも、ほぼ同様の結果となっています。 

 

資料 44【医療連携への課題】 
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③ 人生の最期はどこで過ごしたいか 

 人生の最期はどこで過ごしたいかの割合を全体でみると、「できるかぎり自宅で

療養して、必要になれば医療機関に入院したい」が 52.4％と最も高くなってい

ます。次いで「最期まで自宅で過ごしたい」が 21.2％となっています。(介護予

防・日常生活圏域ニーズ調査) 

 

資料 45【人生の最期はどこで過ごしたいか】 

n=3,137 21.2 52.4 10.1 6.2 6.7
0.2

3.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 (％)

最期まで自宅で過ごしたい
できるかぎり自宅で療養して、必要になれば医療機関に入院したい
医療機関に入院したい
老人ホームなどの施設に入所したい
わからない
その他
無回答  
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④ 要介護度別の訪問診療の利用の有無 

 訪問診療について、要介護４・５の人の利用割合が高くなっています。(在宅介

護実態調査) 

資料 46【要介護度別の訪問診療の利用の有無】 
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要介護３ n=52 

要介護２ n=117

要介護１ n=207

要支援２ n=123

要支援１ n=134

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 (％)

利用している 利用していない  

 

 

(6)安心して生活できる環境づくり 

① 身元引受人の有無 

 身元引受人になる親族等がいないと回答した人が 5.2％となっています。(介護

予防・日常生活圏域ニーズ調査) 
 

資料 47【身元引受人の有無】 

n=3,137 90.1 5.2 4.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 (％)
いる いない 無回答  

 

 

(7)人材の確保及び資質の向上 

① 人材の確保 

 人材確保について、｢できていない(あまりできていない、できていない)｣の割

合が 63.3％となっています。(介護保険サービス提供事業者調査) 
 

資料 48【人材確保の状況】 

n=60 33.3 45.0 18.3 3.3

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 (％)
十分できている ほぼできている あまりできていない
できていない 無回答
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② 介護保険サービスの質の向上への障壁 

 サービスの質を向上させるに当たっての障壁について、「人材の確保が難しい」

が 80.0％、「人材育成する余裕がなかなか取れない」が 50.0％となっています。

(介護保険サービス提供事業者調査) 
 

資料 49【介護保険サービスの質の向上への障壁】 
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③ 人材確保のための取組 

 介護職員の人材確保について、各事業者の対策で最も多いのは「勤務時間の融

通をしている」となっています。(介護保険サービス提供事業者調査) 

 

資料 50【人材確保のための取組】 
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５ 地域ケア会議での意見交換のまとめ 

2016(平成 28)年度には、地区社協単位等の地域ケア会議を 29 か所で、個別の

地域ケア会議を 63 回(104 事例)開催しました。 

日常生活圏域ごとに、地理的状況や地域コミュニティに差があるため、地域課題

の具体的な取組内容は異なります。対応については、地域の実情に応じた協議をし、

地域の活動を活発化させながら、対策を検討する必要があります。 

 

日常生活圏域 

岩国１ 

(麻里布、東、装港、柱島、川下、 

愛宕) 

岩国２ 

(岩国、平田、小瀬、藤河、御庄、

師木野) 

取組 

・地域の見守り、介護予防活動の
支援 

・地域･医療･介護･地域資源のネッ
トワークづくり 

・地域資源の構築 

・地域の見守り、生活支援、介護予
防活動の支援 

・地域･医療･介護･地域資源のネッ
トワークづくり 

・地域資源の構築 
・高齢者ボランティアの継続 

今後 

・自治会の加入者、活動の参加者
の増加 

・閉じこもりがちな人も気軽に集え
る場づくり 

・自治会が中心となった、見守り体
制づくり 

・地域の人材確保、リーダー育成 
・孤独死、孤立死を地域から出さな

いための見守り体制の構築 
・自治会、民生委員、福祉員の連
携強化と役割分担の共有 

・地域で助け合う資源づくり 

・地域内で知り合いになれる関係づ
くり 

・地域活動への参加を増やすための
取組 

・ひとり暮らし高齢者を引き出すた
めの地域の取組 

・サロンの取組の拡大 
・集う場までの交通手段の確保 
・通院、買物を地域で支援する取組 
・自治会等の役員の負担軽減 
・若い世代の地域活動への参加勧奨 
・定年前の人への地域参加の働き

掛け(後継者育成) 

目標 

・一人一人ができることを行うことで
自立した生活を続け、健康寿命の
延伸を目指す 

・地域のネットワークづくりをし、見
守りや支援体制の構築を目指す 

・一人一人が、自分のできることを
行うことで自立・充実した生活を
続け、結果的に健康寿命の延伸
を目指す 

・地域のネットワークづくりをし、見
守りや支援体制の構築を目指す 
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岩国３ 

(灘、、通津、由宇) 

 

岩国４ 

(北河内、南河内、玖珂、周東) 

 

岩国５ 

(錦、本郷、美川、美和) 

 

・地域の見守り、介護予防
活動の支援 

・地域資源の構築 
・高齢者ボランティアの組織
化への働き掛け 

・気軽に参加できる集いの
場の増加 

・高齢者ボランティアグルー
プの増加 

・地域の声による移動販売
車の配送開始 

・サロンの継続 
・活動する人材の発掘 
・自立に向けての介護予防
に取り組む地域づくり 

 

・興味関心のある自治会へ
の直接的な情報提供 

・ＯＢ会等の継続した介護予
防活動への支援 

・後継者育成 
・集会所が近くにない地域

の集いの場の確保 
・自治会が中心となった見

守り体制づくり 
・地域で助け合う資源づくり 

・食の確保(買物支援)や交通
手段の確保(移動支援)に関
する地域での話合い 

・ボランティアを活用しやす
い仕組みづくりに関する社
協との話合い 

・元気な高齢者を増やして
いくための集いの場の増
加に向けた地域への働き
掛けや活動支援 

・一人一人が介護予防の意
識を持った上での参加(将
来のサロン消滅予防) 

・地域の行事に 20 歳代が参
加できる環境づくり(健康づく
り・介護予防意識の高揚) 

・高齢者と子ども会や PTAと
の世代間交流による介護
保険を使わずに過ごすた
めの意識改革 

・一人一人が、自分のできる
ことを行うことで自立した生
活を続け、健康寿命の延
伸を目指す 

・地域のネットワークづくりを
し、見守りや支援体制の構
築を目指す 

・既存の団体の新規参加者
や 新 た な 集 い の 場 の 創
出、地域づくりの人材が活
躍することができる仕組み
づくり 

・地域ケア会議を通じて地
域の声を聴き、安心して暮
らし続けられる地域づくり・
体制づくりを目指す 

・元気で長生き(健康寿命の
延伸) 

・自然豊かな地域への愛着
を持ち、可能な限り自宅で
生活する 
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第４章 高齢者保健福祉の推進 

重点施策１ 健康づくり・自立支援・介護予防・重度化防止の推進 

(1)高齢者の健康づくりの推進 

高齢者が健康的な生活を送ることができるよう、知識や行動を高める支援や、健康づ

くりを推進します。また、「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」から、運動機能の維

持や、うつ対策、口腔
く う

機能の維持等が、主観的健康感や主観的幸福感と深くつながって

いたことを踏まえ、地域活動に関連する各機関・組織と多面的に連携し、高齢者自らが

健康づくりに取り組めるよう支援します。 

 

 取 組 内    容 

① 
生活習慣の改善、健

康に関する知識の

普及啓発 

健康だより「お元気ですか」の発行やチラシを配布し、生活習慣病予

防や健康に関する啓発を行います。 

食育月間、糖尿病デー、健康づくり推進強調月間等推進期間にあ

わせ、健康づくり活動に主体的に取り組む市民団体(健康づくり計画推

進部会登録団体等)、協賛企業、行政等が連携した啓発を行います。 

② 
生活習慣病予防、 

がん予防、早期発見 

生活習慣病予防や、がんの早期発見のための特定健康診査、後期

高齢者健康診査、がん検診を実施するとともに、受診率の向上を図り

ます。 

③ 
健康づくり及び生活

習慣の改善 

特定保健指導、食事や運動等の生活改善のためのセミナーや相談

指導を実施するとともに参加者の増加を図ります。 

生涯学習市民講座イカルス等で健康講座を開催します。 

楽しく生活習慣改善に取り組めるよう健康マイレージの啓発を行い

ます。 

④ 

医療費分析等による

生活習慣病予防へ

の支援 

生活習慣病の発症や重症化予防に関する相談を実施します。 

国民健康保険データベースシステム(KDB)等を利用した医療費分析

の活用により、対象者を絞り込んだ生活習慣病予防のための相談、支

援、啓発を行います。 

⑤ 

口腔
く う

機能向上・栄養 

改善についての普及

啓発 

高齢者に対し、口腔
く う

機能向上・栄養改善等の介護予防について、チ 

ラシ、講座等を利用して周知します。また、広報紙やサロン等で定期的

に普及啓発を行います。 

⑥ 
健康づくり、介護予防

の支援 

介護予防教室等において、転倒骨折予防、認知症予防等の介護予

防や健康増進に関する知識を深めることで、高齢者自ら介護予防、健

康増進の必要性を理解し、体操や生活改善に取り組むなどの実践に

つなげます。 

高齢者が自ら、気軽に健康づくりや介護予防に取り組みやすくなるよ

うに、関連する事業等について関係課で協議しながら進めていきます。 

⑦ うつ予防の対応 
正しい「うつ」の知識を啓発するとともに、うつ傾向に対する相談対

応を関係機関と連携して行います。 

重点施策１ 健康づくり・自立支援・介護予防・重度化防止の推進 
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(2)介護予防の推進 

高齢者自らが地域で介護予防に取り組み、活動の場が広がるよう、関係機関や関係

団体と連携し、介護予防の必要性についての啓発を推進します。 

 

 取 組 内    容 

① 総合事業の普及啓発 

市民に自立して生活することを自覚してもらうために啓発を行うとと

もに、総合事業のメリットを分かりやすく伝え、制度の周知を継続的に

図っていきます。地域包括支援センター、居宅介護支援事業者、訪

問・通所介護事業者に対しては、制度の目的・内容、事務手続、プラン

の例等について繰り返し周知を図っていきます。 

また、地域の関係団体と協力して、サービス提供グループや人材の

発掘に取り組みます。 

② 

総合事業による適切

な通所型サービスの

利用促進 

様々な連絡会議等を通じて、介護サービス提供事業者に対し、実施

基準等の制度の周知を図り、通所型サービスタイプ２への参入を促進

します。 

日中の居場所づくり、定期的な交流会等のサービスを実施する団体

等に運営費を補助する制度を周知し、住民主体の活動による通所型

サービスタイプ３の促進を図ります。 

③ 
「岩国はつらつ体操」

の普及と場づくり 

高齢者の介護予防となる、岩国市オリジナルの「岩国はつらつ体

操」のＰＲに努めるとともに、体操を実施する通いの場の運営を行う団

体等に対して、運営費を助成することにより、体操を通して介護予防に

取り組む場の増加を図ります。 

④ 

介護予防教室の開催

及び介護予防活動に

取り組む団体等への

活動支援 

介護予防教室を開催し、介護予防の必要性の周知、認知症予防へ

の取組、体操等の実践を行い、集まった高齢者が地域で介護予防を

継続的に取り組める場を増やします。 

地域の介護予防自主活動グループ(通いの場)の活動が継続するよ

う、体操や活動内容に対する指導・助言等を行います。 

⑤ 

リハビリテーション専

門職による高齢者の

自立支援に資する

取組の強化 

理学療法士、作業療法士等が、専門的立場から、地域の高齢者や

高齢者を支援する団体等に指導・助言を行う取組を強化することによ

り、高齢者の介護予防への取組の強化や、介護支援専門員やサービ

ス提供事業所職員等による高齢者の自立支援に資する取組が、連携

して行えるようにします。 

⑥ 
介護予防推進のため

の人材育成・発掘 

地域の関係団体と協力して、サービス提供グループや人材の発掘

に取り組みます。 

サービス提供グループのリーダーの研修や会合を行うことで、リー

ダー同士の協力や技量の向上を図ります。 
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(3)自立の支援・重度化防止のための関係機関との連携推進 

自立の支援・重度化防止に向けて、地域ケア会議等を通じて、多職種による協働や

関係機関との更なる連携を図ります。 

 

 取 組 内    容 

① 

「自立支援」に向けた

多職種間協働による

地域包括支援ネット

ワークの構築 

高齢者の生活機能全体を向上させ、活動的で生きがいを持てる生

活を営むことができるよう「自立支援」に向けたケアマネジメントやサー

ビス提供の在り方等を検討するとともに、多職種間協働による地域包

括支援ネットワークを構築します。 

② 
多職種間での支援

方針の共有 

介護支援専門員に対する相談支援や多職種の講師による充実した

研修会を開催し、関係機関との連携のもと、多職種間で支援方針を共

有します。 

③ 介護予防プランの点検 
介護予防プランの点検を行い、より適切な自立支援や重度化防止

のプランの在り方について調査・研究し、指導助言を行います。 

④ 

自立の支援・重度化

防止に関する普及

啓発 

介護給付等の適正化と併せて、市民に対しては自立に向けたサー

ビス利用について、介護サービス提供事業者等に対しては実地指導

や集団指導を通じて自立の支援・重度化防止に向けたサービスの適

正な実施について、それぞれ普及啓発を行います。 

 

 

 

 

評 価 項 目 
2016 年度 

(平成 28 年度)  
2020 年度  

① 介護予防事業に参加する人数 5,245 人 5,645 人 

② 要支援・要介護認定者、事業対象者の状態改善人数 601 人 770 人 

③ 健康づくり計画推進部会の登録団体数 85 団体 95 団体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【目標の設定】 

①講演会、相談会、運動教室、介護予防教室、介護予防自主活動グループ等への参

加延人数の合計が、各年 100 人増加することを目標とします。 

②１年間のうちで状態が改善となる高齢者数を、要支援・要介護認定者、事業対象

者全体で 770 人まで増やします。 

③地域でこれまで同様、健康づくり推進の理解者を増やすため、登録団体を 95 団

体まで増やします。 

重点施策１  評価項目と目標 
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重点施策２ 社会参加・生きがいづくりの促進 

(1)高齢者が地域で活躍できる環境づくり 

 「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」の結果から、社会参加や生きがいがある人

は、主観的健康感や主観的幸福感につながる傾向があると認められました。 

健康づくりや地域活動に関連する各機関・組織と連携し、高齢者自らが社会参加や

生きがいづくりで活躍できるよう支援します。高齢者がこれまでの経験や知識をいか

して、地域社会で手助けや、地域を支える担い手となれるよう、そのきっかけづくり

として、情報の提供、活動手段の支援等を行います。 

 

 取 組 内    容 

① 
老人クラブとの連携

と支援 

クラブでの活動を通して、いつまでもいきいきと元気な高齢者でいら

れるよう活動を支援します。 

高齢者自らが地域の担い手として活躍できるよう、老人クラブと連携

の強化を図ります。 

② 
高齢者支援人材バ

ンクの活用 

高齢者の社会参加や生活支援の担い手づくりを推進し、多様化する

ニーズに対応する地域での人材育成や発掘、つなぎに努めます。 

③ 

ボランティアや関係

機関等との協議・検

討の推進 

ボランティアの養成講座の開催や、地域部会や地区社協による地

域での助け合い活動を推進し、生活支援や介護予防の担い手となる

ボランティア育成を図ります。 

生活支援についての課題を検討し、ボランティアやその他の関係機

関等ともサービスの創出に取り組みます。 

④ 
福祉優待乗車証の

交付 

社会参加の促進となるよう、70 歳以上の高齢者に対し、生活交通バ

スや、いわくにバス等を１乗車 100 円で利用できる福祉優待乗車証を

交付し支援を行います。 

また、その充実に向けて検討します。 

⑤ タクシー料金の助成 

社会参加の促進に向けて、70 歳以上の公共交通機関の利用が不便

な地域の高齢者に対し、長寿支援タクシー利用券を交付し支援します。 

また、さらに利用しやすい制度となるよう検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点施策２ 社会参加・生きがいづくりの促進 
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(2)高齢者の参加の場づくり 

高齢者が地域で活躍できる場として、ふれあい・いきいきサロンや各地域の趣味、

スポーツ活動の場、地域の生活支援活動の場等、様々な場があります。立ち上げ支援

や活動支援、既存の場の情報提供や活動連携の支援を通して、参加の場づくりを推進

します。参加の場づくりにおいては、高齢者だけでなく、障害者や子育て中の保護者

や児童生徒がお互いに支え合い、交流できる場とすることが、これからの地域の在り

方として求められます。 

 

 取 組 内    容 

① 
住民ボランティアグ

ループ等に対する運

営費の助成 

高齢者が介護予防や健康づくりに取り組むことができる通いの場を開催

する団体等に対して、補助金を交付し、活動拠点づくりの支援をします。 

② 
高齢者生きがいボラ

ンティアグループの

活動支援 

高齢者自身がボランティアとして、地域社会の担い手となり活躍が

できるよう、地域で組織された高齢者ボランティアグループが、65 歳以

上の高齢者の居宅を訪問し、日常生活に関する軽度生活支援を行

い、自立支援を図る活動に対して助成を行います。 

地域社会の担い手となるボランティアグループが、コーディネーター

との連携により、それぞれの地域で必要なサービスを円滑に行えるよ

う支援します。 

③ 
地域住民の主体的

な地域活動の支援 

地域での主体的な活動が継続できるための活動支援として、地域

福祉講師の派遣、介護予防の指導、活動費の助成等を行います。 

④ 
趣味、生きがいの活動

促進 

全国健康福祉祭において、スポーツ交流大会、文化交流大会を通

じて健康づくり、生きがいづくりにつながるよう取り組みます。 

各公民館の趣味の教室等、生きがい活動の情報提供を推進します。 

⑤ 世代間交流の推進 
高齢者と子どもや子育てをする保護者が世代間交流を行うことで、

地域のコミュニティの活性化や相互支援を図ります。 

⑥ 
ふれあい・いきいき

サロンの活動支援 

サロンに関する問い合わせや相談に対応し、助言等を行って、サロ

ン活動への取組を支援します。 

 

 

評 価 項 目 
2016 年度 

(平成 28 年度)  
2020 年度  

① 社会参加している人の割合 68.7％ 68.7％以上 

② 生きがいのある人の割合 53.1％ 53.1％以上 

③ 高齢者生きがいボランティアグループ数 36 団体 56 団体 

 

 

 

 

 

 

【目標の設定】 

①主観的幸福感を高めることにつながる数値である、社会参加をしている人の割合

が、維持又は増加することを目標とします。 

②主観的幸福感を高めることにつながる数値である、生きがいを持っている人の割

合が、維持又は増加することを目標とします。 

③１日常生活圏域につき、１年当たり１団体の増加を目標とします。 

重点施策２  評価項目と目標 
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重点施策３ 在宅生活支援体制の整備・推進 

(1)日常生活支援サービスの充実 

「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」「在宅介護実態調査」の結果から、元気な高

齢者においても、介護が必要な高齢者においても、在宅で生活を継続したいとの希望

が多いことが認められました。本計画では、個人の能力に応じていつまでも市民が望

む在宅生活を継続できる環境づくりを推進します。 

 

 取 組 内    容 

① 
協議体の設置と活動

の支援 

協議体(第１層)を市全域で設置し、多様な提供主体が参画して、介

護保険以外のサービスの活用や互助を基本とした生活支援サービス

等が創出されるよう情報提供、連携の強化を図ります。 

資源状況の見える化や、問題提起、関係者のネットワーク化、目指

す地域の姿、方針の共有などによって、生活支援の担い手の育成や

サービスの開発を行います。 

また、協議体(第２層)として、生活支援コーディネーター(地域支え合

い推進員)の支援のもと地区社協単位又は自治会連合会単位の地域

住民等で構成する場を設け、地域が主体となり生活支援や介護予防

のための協議・企画を行います。 

② 
生活支援コーディネ

ーターの配置 

生活支援コーディネーター(地域支え合い推進員)は、関係者間の情

報共有、サービス提供主体間の連携の体制づくり、資源開発、地域の

代表者とともに、地域の実情に応じた具体的なグループ活動等の創出

を行うなど、高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備を推進

していきます。 

地域包括ケア推進協議会や地域包括支援センターと方向性を共有

し、連携を図ります。 

③ 

総合事業による適切

な訪問型サービスの

利用促進 

介護サービス提供事業者に対し、実施基準等制度の周知を図り、

有資格者でなくとも従事できる訪問型サービスタイプ２へ参入しやすい

環境を整備します。 

訪問型サービスを実施する団体等に運営費を補助する制度につい

ても周知し、訪問型サービスタイプ３の促進を図ります。 

重点施策３ 在宅生活支援体制の整備・推進 
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(2)高齢者福祉サービスの充実 

いつまでも住み慣れた地域で、自立して暮らしていけるよう、様々なサービスや情

報の提供を図ります。 

 

 取 組 内    容 

① 
はり・きゅう施術費の

助成 

支援が必要な 75 歳以上の高齢者に対し、はり・きゅう助成券を交付

します。 

② おむつ給付券の交付 
支援が必要な在宅のねたきり高齢者等(市民税非課税世帯)に対

し、おむつ給付券を交付することで、介護者の負担軽減を図ります。 

③ 情報発信の推進 

「いわくに生活応援資源マップ」を作成し、市ホームページへの掲載

等によって、市民が、必要なときに必要な情報が届くように、関係機

関、地域、行政等が連携し、効果的な情報発信に努めます。 

④ 移動支援の検討 

市全体の公共交通等の整備状況を視野に入れ、地域ごとの生活課

題等を把握するとともに、関係部署と連携を図り、高齢者の移動支援

について検討します。 

 

 

(3)介護離職の防止 

一億総活躍社会の実現の観点から、働きながら介護をしている家族の過度な介護負

担を軽減し、働く人が家族の介護のために離職せざるを得ない状況を防ぎ、希望する

者が働き続けられる環境づくりを支援します。 

 

 取 組 内    容 

① 

介護支援専門員・介

護サービス提供事

業者の研修の支援 

連絡会等の機会を通じて、介護離職防止に向けた研修に関する情

報提供を行い、働きながら介護をする人に対する相談対応の充実を

支援します。 

② 相談対応窓口の周知 
働きながら介護に取り組む家族や、仕事と介護の両立に不安や悩み

を持つ方の相談窓口として、地域包括支援センターの周知に努めます。 

③ 居宅サービスの充実 

介護サービスを利用することによって、働きながら介護に取り組む

家族の介護の負担が軽減されるよう、必要な居宅サービスの充実を

図ります。 
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(4)地域ケア会議の推進・強化 

地域ケア会議が持つ、個別課題の解決、ネットワークの構築、地域課題の発見、地

域づくり・資源開発等の機能を十分に発揮し、地域包括ケアシステムの深化につなが

るよう地域ケア会議の推進・強化を図ります。 

 

 取 組 内    容 

① 
ケアマネジメントの

支援強化 

自立支援に資するケアマネジメント能力を高めるため、地域ケア会

議で、介護支援専門員やサービス提供事業所等に対して、個別事例

を通じて専門職の助言を行います。 

介護支援専門員に対する相談支援や研修会の開催、その他会議を

通じて多職種間で支援方針を共有します。 

② 
地域包括支援ネット

ワークの強化 

様々な関係者が参加する地域ケア会議を通じて地域特性を理解

し、地域の社会資源やネットワークを把握、活用するとともに、必要な

ネットワークを新たに構築します。 

③ 

地域課題の発見と

課題解決のための

取組推進 

高齢者の個別の支援に関する課題を検討する地域ケア会議や地区

社会福祉協議会又は自治会連合会単位での地域ケア会議の開催を

通じて明らかになった地域課題とその課題解決に必要な取組や事業

を地域包括ケア推進協議会に提案します。 

地区社協単位等の会議については、議論の進展を図るため、必要

に応じて、当該地域の一部(小地域)での開催を行います。 

 

 

 

評 価 項 目 
2016 年度 

(平成 28 年度)  
2020 年度  

① 生活支援サービスを提供できる団体数 36 団体 61 団体 

② 地域ケア会議(地区社協単位等)の開催回数 29 回 39 回 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【目標の設定】 

①高齢者の自助を支え、地域の支え合いによる高齢者生きがいボランティアグルー

プの１年当たり５団体増加と、2020 年度までに訪問型サービスタイプ３の５団

体増加を目指します。 

②会議開催回数を、小地域での開催分を含め、１日常生活圏域当たり２回増加する

ことを目標とします。 

重点施策３  評価項目と目標 
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重点施策４ 認知症施策の推進 

(1)認知症の理解促進 

認知症の発生率は近年増加していますが、認知症に対する理解はまだまだ十分とは

言えず、早期発見を遅らせることや、認知症になった人が地域で生活し難い状況をつ

くることもあります。認知症についての適切な知識を普及させ、地域社会全体で、認

知症に向き合い、早期の対応や、認知症の人への尊厳ある対応ができる環境づくりを

推進していきます。 
 

 取 組 内    容 

① 
認知症への理解等

の普及啓発の促進 

市ホームページや広報紙、市政番組の放映やチラシ配布等を通じ

て、認知症への正しい理解を深める普及啓発の推進を図ります。 

各地区で「認知症サポーター」の養成を行います。特に、若いうちか

ら認知症の知識を身につけられるよう、中学生等の若年層や、地域で

認知症の人と関わることの多い事業所に対して、認知症サポーター養

成講座を開催します。 

若年性認知症に関する講演会等を開催して、普及啓発を行います。 

② 
認知症ケアパスの

普及 

認知症の人が、できる限り住み慣れた場所で暮らし続けられる地域

を目指し、認知症ケアパスの活用について普及啓発を図ります。 

認知症ケアパスについて、市ホームページへの掲載や、相談対応

時に利用することで、周知を図ります。 

また、認知症の人やその家族が安心して相談できる体制を整備できる

よう、関係機関への認知症ケアパスの活用方法等の周知に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点施策４ 認知症施策の推進 
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(2)認知症の人とその家族への支援体制の強化 

認知症の人を介護する家族への支援を行うことが、認知症の人の生活の質の改善に

もつながるとの観点に立って、認知症の人やその家族が安心して生活できるよう支援

を強化します。 

 取 組 内    容 

① 相談体制の充実 

認知症地域支援推進員による認知症相談会等を実施し、身近な場

所で相談できる体制づくりを行います。 

県が配置する若年性認知症支援コーディネーターを含め、医療、介

護、福祉等の関係機関との連携を進めるとともに、相談窓口の周知に

も努めます。 

支援者用認知症ケアパスの活用促進等を通じて、多職種連携を図

ります。 

② 
認知症の人の見守

り、支援体制の強化 

徘徊
はいかい

の恐れのある高齢者の早期発見と安全を確保するために、認 

知症の人の見守りネットワークに協力する地区組織や民間事業所(は

いかい高齢者等 SOS ネットワーク協力事業所等)の増加及び活動の

充実を図ります。また、介護家族等が、ＧＰＳ端末機等による認知症高

齢者等の位置情報提供サービスを利用することを支援します。 

③ 
認知症初期集中支援

の推進 

複数の専門職が、家族の訴え等により、初期の段階から包括的かつ集中

的に支援対象者やその家族を訪問し、支援等を行う認知症初期集中支援チ

ームによって、早期に適切な対応につなげる体制の充実を図ります。 

医療、保健、福祉に携わる関係者等から構成される検討会議を開催し、

支援チームの活動状況から早期診断及び早期対応に向けた課題の検討

を行って、関係団体等と連携した一体的な事業の推進を目指します。 

各種関係機関が参加する会議や研修会などの機会を捉えて、支援

チームに関する情報発信を行って、活用促進に努めます。 

④ 
認知症カフェ等の介

護家族支援 

家族の不安軽減等を図るため、認知症カフェや家族会等の支援を

行います。 

認知症カフェの設置状況について、情報発信を行って、活用の促進

を図ります。 

認知症カフェの企画運営に認知症地域支援推進員が関わって、助

言等を行います。 

⑤ 医療・介護連携の推進 

認知症の様態に応じた適切なサービス提供が行えるよう、認知症ケ

アパスの積極的な活用を支援します。 

地域包括支援センターと認知症疾患医療センターとの連携を推進します。 

 

 

評 価 項 目 
2016 年度 

(平成 28 年度)  
2020 年度  

① 認知症サポーター数 8,105 人 10,105 人 

② はいかい高齢者等 SOS ネットワーク協力事業所数 61 事業所 101 事業所 

 

 

 

【目標の設定】 

①認知症サポーター数が、１年当たり 500 人増加することを目指します。 

②はいかい高齢者等 SOS ネットワーク協力事業所数が、１年当たり 10 事業所増

加することを目標とします。 

重点施策４  評価項目と目標 
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重点施策５ 医療と介護の連携強化 

(1)切れ目のない医療・介護サービス提供体制の構築 

  要支援・要介護認定の高齢者が、住み慣れた地域で継続して日常生活を送ることが

できるように在宅介護を推進していく中で、医療ニーズと介護ニーズを併せ持つ慢性

疾患、認知症等の高齢者が増加しています。かかりつけ医と介護従事者との日常的な

連携や、入退院時における医療従事者と介護従事者の緊密な連携の強化を図ります。 
 

 取 組 内    容 

① 
医療・介護連携の

相談体制の充実 

本人・家族から、かかりつけ医、病院の地域連携室、地域包括支援セ

ンターが相談を受けています。 

医療・介護関係者や地域包括支援センター等の専門機関からの相談を受

ける医療・介護連携に関する相談窓口を設置し、連携を図ります。 

必要に応じ、医師会、介護サービス事業者等の協力を得て、地域の

医療・介護の資源把握に努めます。 

② 

地域包括ケアシス

テム構築・推進に

向けた専門部会の

開催 

高齢者の生活課題に対して要因を多角的視点で探り、個人と環境に働

き掛けるようにケアマネジメント支援を行うために、医療・介護連携の課題

抽出と、必要な対応策の検討を専門部会で協議検討します。 

③ 
入退院、在宅医療

等のための連携 

病院の地域連携室等の入退院支援と、在宅での生活を支えるための

支援者の円滑な連携ができ、切れ目なく在宅医療と介護サービスが一

体的に提供される体制の構築に向けて協議します。 

また、二次保健医療圏域や近隣する市町、県及び医療・介護関係者

と入退院の調整に関わることなど、在宅医療・介護に関係する広域連携

が必要な事項について協議します。 

 

(2)医療・介護連携のための多職種連携の促進 

 医療や介護がともに必要になった高齢者ができる限り自分らしい暮らしを続けた

いというニーズに応えるために、医療機関や介護事業所等の専門職が協働していく仕

組みを構築します。 
 

 取 組 内    容 

① 
多職種連携のため

の医療・介護関係

者研修 

円滑な連携の実現のために医療・介護等の多職種でのグループワー

クや研修を行います。 

また、地域包括ケア推進協議会の関係機関等で開催する多職種研

修を紹介します。 

地域包括ケア推進大会を開催し、医療・介護・地域が一体的な推進を

行います。 

② 
在宅医療・介護支

援システムの構築 

医師会の運営する事業「いつつばし連絡帳」コミュニケーションツール

の活用やその研修会を通じて、連絡方法や、支援の課題などを検証し

ながらＩＴを活用したシステムづくりをともに推進します。 

③ 在宅医療の情報発信 
在宅医療・介護に関する情報を集約し、医療・介護連携のための多

職種との情報共有を図ります。 

重点施策５ 医療と介護の連携強化 
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(3)できる限り住み慣れた地域で暮らすための住民への啓発 

住民自身が「生き方」や「できる限り住み慣れた地域で自分らしく暮らすための備

え」等について選択でき、取り組めるよう、啓発を推進します。 

 

 取 組 内    容 

① 

在 宅 で 受 けられ る

医療･介護サービス

の紹介 

高齢者本人が、できる限り住み慣れた地域で自分らしく暮らすため

に適切な選択や本人・家族の備えになるように、在宅医療、介護に関

する紹介や講座等で情報提供を行います。 

② 
かかりつけ医を持つ

ことの普及啓発 

健康寿命の延伸に向けた介護予防、重症化の防止、自立支援など、

本人・家族が取り組めることや、高齢者の救急医療や急変時の対応に

ついて、かかりつけ医と事前に相談し、本人・家族が共通認識を持って

おくことで、より適切な医療・介護の選択につながることを啓発します。 

 

 

 

評 価 項 目 
2016 年度 

(平成 28 年度)  
2020 年度  

 

① 

 

病気などで人生の最期を迎える時が来た場合

「人生の最期を自宅で過ごしたい」又は「できる

限り自宅で療養して、必要になれば医療機関に

入院したい」と思う人の割合 

73.6％ 73.6％以上 

② 医療・介護連携窓口の相談件数 ― 200 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【目標の設定】 

①病気などで人生の最期を迎える時が来た場合「人生の最期を自宅で過ごしたい」又は

「できる限り自宅で療養して、必要になれば医療機関に入院したい」と思う人の割合

が、在宅医療や訪問看護の方法や情報を得ることで、維持又は増加することを目標と

します。 

②医療・介護相談窓口は、2018(平成 30)年度に設置予定としており、実績はありま

せん。地域包括支援センターで医療機関や介護支援専門員からの医療に関する相談件

数は、2016(平成 28)年度が 129 件となっています。医療・介護の相談窓口を設置

することで、新たな相談が増加することを予測して、200 件を目標とします。 

 

重点施策５  評価項目と目標 
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重点施策６ 安心して生活できる環境づくり 

(1)地域包括支援センターの機能強化 

 地域包括支援センターは、地域包括ケアシステムにおける中核的拠点となっており、

社会福祉士・主任介護支援専門員・保健師等の専門職を配置し、高齢者に関する総合

相談、介護予防に関するサービス調整、地域活動支援などの業務を高齢者の身近な地

域で一体的に実施しています。今後の後期高齢者、認知症高齢者、ひとり暮らし高齢

者等の増加に伴う諸課題に対応していくため、より円滑なサービス提供を推進します。 

 

 取 組 内    容 

① 
地域包括支援センタ

ー間の連携強化 

地域包括支援センター職員が一堂に会する連絡会を定期的に開

催し、認識の共有化や連携強化を図ります。 

② 

地域包括支援センタ

ーにおける相談体制

の充実 

研修会の開催を通じた相談対応力の向上や関係機関との連携強

化によって、相談者が適切なサービスや制度の利用につながるよう

支援します。 

 

 

(2)安心安全体制の整備 

高齢者が介護の必要な状態になっても、地域で安心して安全な暮らしができるよう、

見守りや災害時の情報提供や支援体制の充実を目指します。 

 

 取 組 内    容 

① 
見守り支え合い体制

の強化 

関係機関・団体との連携を図り、支援が必要な高齢者に対する地

域の見守り支え合い体制の整備・強化を図ります。 

民間事業者と「高齢者等見守り活動に関する協定書」を締結し、日

常業務に支障のない範囲での見守りの協力により、高齢者が安心し

て生活することができる環境づくりを推進します。 

② 

長寿いきいき見守り

事業による高齢者の

見守り活動 

岩国市社会福祉協議会への委託により、ひとり暮らし高齢者等の

世帯に対して、福祉員による安否確認、生活等に係る相談や助言、

事故発見時の緊急連絡等の見守り活動を行います。 

③ 
緊急通報システムの

整備 

ひとり暮らし高齢者等に緊急通報装置を貸与し、緊急時に迅速か

つ適切な対応を図ることができるよう、このシステムの利用の普及啓

発に努めます。 

④ 
あんしん情報カプセル

の交付 

緊急時等に迅速な救急活動に対応できるよう、ひとり暮らし高齢

者等にあんしん情報カプセルを交付します。 

⑤ 
災害時要援護者避難

支援の体制整備 

寝たきり高齢者等要援護者を事前に登録し、災害時に迅速かつ安

全に避難が図られるよう、情報伝達、避難誘導、介護関係施設等へ

の受入れを行います。 

介護支援専門員等の支援者と連携し、個別避難支援計画の作成･

更新を行います。 

重点施策６ 安心して生活できる環境づくり 
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(3)高齢者の住まいの安定的な確保 

高齢者の心身の状態や状況の変化に合わせて、安心して暮らせるための環境の整備

を行うとともに、必要な情報の把握・提供を図ります。 

 

 取 組 内    容 

① 
養護老人ホームの

整備 

老朽化した設備や、耐震化、バリアフリー化されていない養護老人

ホームの整備を図ります。 

あわせて、個人の生活や暮らし方を尊重する個室化を含めて検討し

ます。 

② 

生活支援ハウス、 

養護老人ホームへ

の入所支援 

環境上及び経済的な理由等で、在宅での日常生活が困難な高齢者

等の入所を支援します。 

③ 高齢者向け住宅等 

高齢者世話付住宅(シルバーハウジング)に生活援助員を派遣し、

高齢者の安否確認や生活相談等を実施することにより、入居者が安

心できる生活の確保を図ります。 

サービス付き高齢者住宅の住まいについては、関係部署と連携を

図り、情報把握、情報提供に努めます。 

 

 

(4)高齢者虐待の防止及び権利擁護の推進 

高齢者が個人として尊重され、地域でその人らしい生活を送ることができるよう、

虐待の防止をはじめとする権利擁護について、普及啓発に努めるとともに、関係機関

との連携を推進します。 

 

 取 組 内    容 

① 

高齢者の権利擁護・

虐待防止に関する普

及啓発、相談窓口の

周知 

広報紙や市政番組の放送、市ホームページ等を利用して、住民一

人一人に対して理解と関心を高められるよう働き掛けるとともに、相談

窓口の周知を図ります。 

生涯学習市民講座イカルスに高齢者の権利擁護・高齢者虐待防止

に関する講座を登録し、普及啓発の機会を設けます。 

② 
高齢者虐待防止へ

の対応の強化 

高齢者虐待防止ネットワーク会議や実務者会議を開催し、関係機

関との連携強化、支援体制の整備を図ります。 

個別地域ケア会議を開催し、チームアプローチによる対応力の強化

を図ります。 

③ 
成年後見制度の 

利用促進 

権利擁護支援が必要な人の発見と早期相談につながるよう、広報

紙や市ホームページ等を利用して、相談窓口の周知を図ります。 

パンフレットの配置や講座の開催により、制度の周知を図ります。 

関係機関と連携を図り、ニーズの把握や制度利用促進の体制整備

に努めます。 
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(5)地域共生社会に向けた体制づくり 

地域共生社会の実現に向けて、高齢者のみならず、障害者、子ども等生活上の困難を

抱える方への包括的な支援体制づくりに努め、切れ目のない支援の実現を目指します。 

 

取 組 内    容 

障害者及び子育て支

援部署との連携強化 

市の障害者や子どもの問題を担当する部署と地域の連携体制等につ

いて協議し、関係機関が連携して地域における包括的な支援体制づくり

に努めます。 

 

 

 

評 価 項 目 
2016 年度 

(平成 28 年度)  
2020 年度  

① 地域包括支援センターへの相談件数 29,030 件 30,017 件 

② 長寿いきいき見守り事業での見守り総件数 35,244 件 37,367 件 

③ あんしん情報カプセルの保有件数 6,769 件 7,969 件 

 

 

 

 

 

 

 

【目標の設定】 

①相談件数と相関があると考えられる後期高齢者人口の予測増加率により算出し

た目標とします。 

②見守り対象者数を推計し、１人当たりの年間見守り回数を月１回程度として算出

した目標とします。 

③あんしん情報カプセルの配布件数が、各年 300 件増加することを目標とします。 

重点施策６  評価項目と目標 
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第５章 介護保険事業の推進 

１ 要支援・要介護認定者数の推計 

   要支援・要介護認定者数について、第６期計画期間の実績に基づき、要支援・要介

護認定率を算出し、その伸びを勘案し、計画年度ごとの推計人口に性別・年齢別・要

介護度別認定率を乗じ、計画期間における要支援・要介護認定者数を次のように推計

しました。なお、推計値は、今後の施策の効果が反映されたものとなっています。 

 

資料 51【要支援・要介護認定者数・認定率の見込み】 

(単位：人) 

区分 

第７期 

2025 年度 2018 年度 
(平成 30 年度) 

2019 年度 2020 年度 

要支援１ 1,006 973 931 917 

要支援２ 923 894 856 835 

要介護１ 2,188 2,258 2,313 2,424 

要介護２ 1,787 1,839 1,885 1,976 

要介護３ 1,157 1,177 1,199 1,236 

要介護４ 997 1,016 1,035 1,062 

要介護５ 800 816 830 853 

要支援計 1,929 1,867 1,787 1,752 

要介護計 6,929 7,106 7,262 7,551 

合  計 8,858 8,973 9,049 9,303 

第１号被保険者認定率(％) 18.9 19.2 19.4 20.8 

資料：介護保険課 

資料 52【要支援・要介護認定者数・認定率の見込み】 
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資料：介護保険課 
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２ サービス利用者数の推計 

  施設・居住系サービスの利用者と居宅サービス利用者数について、第６期計画期間

の実績、施設整備の状況等を勘案し、次のとおり見込んでいます。 

 

資料 53【施設・居住系サービス１月当たり利用者数の見込み】 

(単位：人) 

区分 

第７期 

2025 年度 2018 年度 
(平成 30 年度) 

2019 年度 2020 年度 

要支援１ 23 27 33 31 

要支援２ 8 5 1 1 

要介護１ 384 398 416 488 

要介護２ 424 424 424 479 

要介護３ 573 583 594 571 

要介護４ 572 570 569 510 

要介護５ 437 434 428 510 

要支援計 31 32 34 32 

要介護計 2,390 2,409 2,431 2,558 

合  計 2,421 2,441 2,465 2,590 

資料：介護保険課 

 

資料 54【居宅サービス１月当たり利用者数の見込み】 

(単位：人) 

区分 

第７期 

2025 年度 2018 年度 
(平成 30 年度) 

2019 年度 2020 年度 

要支援１ 362 364 367 375 

要支援２ 464 469 473 482 

要介護１ 1,369 1,398 1,420 1,482 

要介護２ 1,211 1,297 1,379 1,593 

要介護３ 467 469 471 475 

要介護４ 274 271 269 260 

要介護５ 172 174 173 176 

要支援計 826 833 840 857 

要介護計 3,493 3,609 3,712 3,986 

合  計 4,319 4,442 4,552 4,843 

資料：介護保険課 
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３ 介護保険サービスの量の推計 

 介護保険サービスの量は、第６期計画期間の実績、施設整備の状況等を勘案し、次の

とおり見込んでいます。 

  

＜予防給付対象サービスの量＞ 

○ 介護予防通所リハビリテーション、介護予防福祉用具貸与が大きく増加する見込

みです。 

  

＜介護給付対象サービスの量＞ 

○ 訪問看護、居宅療養管理指導、福祉用具貸与が大きく増加する見込みです。 

○ 訪問介護については、在宅介護継続のため、利用者の見込みを高齢者数の伸び等

による自然体推計に上乗せした利用者数としています。 

○ 小規模多機能型居宅介護については、在宅介護継続及び介護離職防止のため、利

用者の見込みを高齢者数の伸び等による自然体推計に上乗せした利用者数として

います。 

○ 施設サービスである、介護老人福祉施設、介護老人保健施設ついては、2017(平

成 29)年度と同水準で推移するものと見込んでいます。また、介護療養型医療施設

については、介護医療院へ段階的に移行し減少していくものと見込んでいます。 

 

＜地域支援事業の量＞ 

 ○ 訪問型・通所型サービスについて、基準を緩和したタイプ２や住民主体によるタ

イプ３の利用者が、増加する見込みです。 

 ○ 通いの場や高齢者生きがいボランティアグループ等の地域資源の増加を見込ん

でいます。 

 ○ 地域包括支援センターや医療・介護連携窓口における相談件数が、増加する見込

みです。 

 ○ 地域ケア会議（地区社協単位等）の開催回数を増やしていく見込みです。 
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資料 55【予防給付対象サービスの量の見込み】 

回(日)数は年間の数、人数は年間の利用者数 

 

第７期 

2025 年度 2018 年度 
(平成 30 年度) 

2019 年度 2020 年度 

(1)居宅サービス 

 

①介護予防訪問入浴介護  
17 回 17 回 17 回 17 回 

12 人 12 人 12 人 12 人 

②介護予防訪問看護  
1,879 回 2,023 回 2,174 回 2,549 回 

300 人 324 人 348 人 408 人 

③介護予防訪問リハビリテーション  
2,168 回 2,479 回 2,812 回 3,490 回 

180 人 192 人 204 人 240 人 

④介護予防居宅療養管理指導 336 人 252 人 312 人 300 人 

⑤介護予防通所リハビリテーション  4,524 人 4,776 人 5,040 人 5,700 人 

⑥介護予防短期入所生活介護  
701 日 703 日 706 日 710 日 

168 人 168 人 168 人 168 人 

⑦介護予防短期入所療養介護 

(老健)  

64 日 64 日 64 日 64 日 

12 人 12 人 12 人 12 人 

⑧介護予防短期入所療養介護 

(病院等)  

0 日 0 日 0 日 0 日 

0 人 0 人 0 人 0 人 

⑨介護予防福祉用具貸与 6,372 人 6,636 人 6,900 人 7,560 人 

⑩特定介護予防福祉用具購入 120 人 120 人 120 人 120 人 

⑪介護予防住宅改修 288 人 324 人 288 人 324 人 

⑫介護予防特定施設入居者生活介護 360 人 372 人 396 人 372 人 

(2)地域密着型サービス 

 

①介護予防認知症対応型通所介護 
125 回 125 回 125 回 125 回 

24 人 24 人 24 人 24 人 

②介護予防小規模多機能型居宅介護 324 人 312 人 300 人 264 人 

③介護予防認知症対応型共同生活介護 12 人 12 人 12 人 12 人 

(3)介護予防支援 9,588 人 9,684 人 9,780 人 10,020 人 

資料：介護保険課 
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資料 56【介護給付対象サービスの量の見込み】 

回(日)数は年間の数、人数は年間の利用者数 

 

第７期 

2025 年度 2018 年度 
(平成 30 年度) 

2019 年度 2020 年度 

(1)居宅サービス 

 

①訪問介護  
224,195 回 233,543 回 243,745 回 269,238 回 

12,912 人 13,236 人 13,560 人 14,376 人 

②訪問入浴介護  
3,503 回 3,502 回 3,521 回 3,492 回 

768 人 780 人 792 人 828 人 

③訪問看護  
25,188 回 27,932 回 30,598 回 37,488 回 

3,144 人 3,396 人 3,624 人 4,416 人 

④訪問リハビリテーション  
19,698 回 20,816 回 21,959 回 24,529 回 

1,776 人 1,872 人 1,968 人 2,208 人 

⑤居宅療養管理指導 9,576 人 10,164 人 10,752 人 12,228 人 

⑥通所介護  
177,983 回 183,004 回 188,200 回 196,706 回 

16,488 人 16,740 人 16,992 人 17,628 人 

⑦通所リハビリテーション  
81,714 回 83,410 回 85,092 回 88,607 回 

8,640 人 8,796 人 8,952 人 9,348 人 

⑧短期入所生活介護  
47,923 日  48,030 日 48,137 日 48,482 日 

4,188 人 4,200 人 4,212 人 4,248 人 

⑨短期入所療養介護(老健)  
8,648 日 8,638 日 8,738 日 8,681 日 

1,236 人 1,248 人 1,260 人 1,260 人 

⑩短期入所療養介護(病院等)  
0 日 0 日 0 日 0 日 

0 人 0 人 0 人 0 人 

⑪福祉用具貸与 23,520 人 24,528 人 25,536 人 28,056 人 

⑫特定福祉用具購入 384 人 360 人 396 人 384 人 

⑬住宅改修 492 人 492 人 492 人 480 人 

⑭特定施設入居者生活介護 5,640 人 5,832 人 6,060 人 6,504 人 

(2)地域密着型サービス 

 

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 人 0 人 0 人 0 人 

②夜間対応型訪問介護  0 人 0 人 0 人 0 人 

③認知症対応型通所介護  
18,292 回 18,798 回 19,462 回 19,704 回 

1,512 人 1,476 人 1,440 人 1,440 人 

④小規模多機能型居宅介護  3,708 人 4,008 人 4,308 人 5,064 人 

⑤認知症対応型共同生活介護 4,428 人 4,428 人 4,428 人 4,428 人 

⑥地域密着型特定施設入居者生活介護 1,392 人 1,392 人 1,392 人 1,392 人 

⑦地域密着型介護老人福祉施設 

入所者生活介護  
1,680 人 1,680 人 1,680 人 1,680 人 

⑧看護小規模多機能型居宅介護 0 人 0 人 0 人 0 人 

⑨地域密着型通所介護  
57,091 回 57,232 回 57,402 回 57,787 回 

5,868 人 5,868 人 5,868 人 5,868 人 

(3)施設サービス 

 

①介護老人福祉施設 7,944 人 7,944 人 7,944 人 8,040 人 

②介護老人保健施設 5,904 人 5,904 人 5,904 人 6,000 人 

③介護医療院(2025 年度は介護療養

型医療施設を含む) 
24 人 240 人 1,080 人 2,652 人 

④介護療養型医療施設 1,668 人 1,488 人 684 人  

(4)居宅介護支援 38,208 人 39,300 人 40,236 人 42,768 人 

資料：介護保険課 
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資料 57【地域支援事業の量の見込み】 

数値は年間の数、又は年度末現在の数 

 

第７期 

2025 年度 2018 年度 

(平成 30 年度) 
2019 年度 2020 年度 

(1)介護予防・日常生活支援総合事業 

 

介護予防・生活支
援サービス事業 

訪問型サービス 5,851 件 5,948 件 6,045 件 6,290 件 

通所型サービス 8,583 件 8,644 件 8,705 件 8,866 件 

介護予防ケアマ
ネジメント件数 

7,212 件 7,392 件 7,572 件 8,088 件 

一般介護予防事業 

介護予防事業へ
の参加人数 

5,445 人 5,545 人 5,645 人 6,145 人 

通いの場登録件
数 

100 団体 110 団体 120 団体 170 団体 

高齢者生きがい
ボランティアグル
ープ数 

46 団体 51 団体 56 団体 81 団体 

(2)包括的支援事業 

 

地域包括支援セン
ターの運営 

設置箇所数（地
域型センター） 

10 か所 10 か所 10 か所 10 か所 

相談受付件数 29,524 件 29,771 件 30,017 件 32,397 件 

在宅医療・介護連
携推進事業 

医療・介護連携
窓口の相談件数 

150 件 175 件 200 件 250 件 

生活支援体制整備
事業 

生活支援コーディ
ネーター数 

6 人 6 人 6 人 6 人 

認知症総合支援事
業 

初期集中支援実
件数 

18 件 20 件 22 件 32 件 

認知症カフェの設
置数 

3 件 5 件 7 件 10 件 

地域ケア会議推進
事業 

地域ケア会議（地
区社協単位等）
の開催回数 

35 回 37 回 39 回 44 回 

資料：介護保険課・高齢者支援課 

４ 介護保険施設整備計画 

(1)整備方針  

訪問、通所などの居宅サービスについては、日常生活圏域ごとのサービスの必要性

等を考慮したうえで整備を図ります。 

施設・居住系サービスについては、一定の整備を完了しているので、本計画中の整

備は見合わせます。 

 

(2)介護医療院の整備 

2018(平成 30)年度から、新たな介護保険施設として、介護医療院が創設されま

す。本計画期間中においては、主に、2019 年度から市内・近郊の医療病床や介護療

養型医療施設の一部が段階的に転換していくことにより、介護医療院が整備される見

込みです。 
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５ 介護給付等に要する費用の適正化への取組及び目標設定 

介護給付を必要とする受給者を適切に認定し、受給者が真に必要とする過不足のな

いサービスを事業者が適切に提供するよう促し、適切なサービスの確保とその結果と

しての費用の効率化を通じて介護保険制度への信頼を高め、持続可能な介護保険制度

とするため、次のとおり介護給付適正化に取り組みます。 

第７期では、この取組内容に基づき介護給付等の適正化計画を別に定め、介護給付

等の適正化計画の中で目標の設定を行います。 
 

 取 組 内    容 

① 
要 介 護 等 認定
の適正化 

事業所委託した認定調査の結果については、認定の適正化・平準化
を図るため、職員が点検を行います。 

また、従来の保険給付と総合事業のサービスを適正に活用するため
に、通所介護・訪問介護サービスのみを利用している人や、今後通所介
護・訪問介護サービスのみを利用したいと考えている人に対して、相談
窓口において総合事業の制度を説明し、サービスニーズを確認した上
で、総合事業の活用を勧めます。 

② ケアプランの点検 

ケアプランの質的向上を図るため、介護支援専門員や地域包括支援
センターの職員が作成した居宅介護サービス計画、介護予防サービス
計画の記載内容について、事業者に資料提出を求め、点検及び支援を
行うことにより、個々の利用者が真に必要とするサービスを確保します。 

③ 
住 宅 改 修 等の
点検 

事前申請において、介護支援専門員が作成する理由書により、本人
の身体状況に応じた適切な改修となっているか図面や写真、工事見積
書により審査を行い、事後申請時、添付された写真等で工事内容を確認
し、写真では判断できない事例については訪問調査を実施します。 

福祉用具の購入については、支給申請時に福祉用具が必要である理
由、種目、商品名を記載した書類により審査を行い、必要に応じ訪問調
査を実施します。 

福祉用具の貸与については、国民健康保険団体連合会(以下「国保
連」といいます。)から提供される情報を活用し、調査確認を行います。 

④ 
縦覧点検・医療
情報との突合 

国保連から提供される情報を活用し、提供されたサービスの算定回
数、算定日数、算定内容等の確認を行い、請求内容の誤りを早期に発
見し、不適切な給付の有無を効率的に点検します。   

介護保険と医療保険の給付情報を突合し、給付日数や提供されたサ
ービスの整合性の点検を行います。 

⑤ 介護給付費通知 
利用者に対し、事業者からの介護報酬の請求及び費用の給付状況等

について通知することにより、利用者や事業者に対して適切なサービス
の利用と提供についての啓発を行います。 

⑥ 給付実績の活用 
国保連の適正化システムによって出力される給付実績を活用し、サービ

ス提供内容の分析・評価を行うなど、効率的に給付の適正化を図ります。 

⑦ 指導監督 

受給者からの苦情・通報等を適切に把握するとともに、不適切なサー
ビスを提供している事業者等に対しては、県と一体的に指導監督を行い
ます。 

市に指定権限のある介護サービス事業所に対しては、定期的に実地
指導を行い、その際には、介護報酬が不適切に請求されていないか、ま
た、一連のケアマネジメントプランが効果的に実施されているかについて
確認します。 

⑧ 制度の周知 
介護支援専門員連絡協議会等の研修や各種情報交換会の場等を活

用し、適正化事業の意義や取組について周知を図ります。 
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６ 介護認定審査会事務の簡素化 

2018(平成 30)年度以降、要介護認定制度の見直しとして、更新認定の有効期間の

上限を 24 ヶ月から 36 ヶ月に延長することを可能とすること、併せて、長期間状態

が安定している者について認定審査会における二次判定を簡素化することが予定さ

れています。この法令改正を踏まえ、介護認定審査会事務の簡素化を実施します。 

 

７ 介護給付等対象サービス見込量の確保のための方策 

現在のサービス受給率と将来推計人口により、岩国市において 2025 年度に必要と

なる介護人材の数は、4,600 人程度と推計されます。一方、介護保険サービス提供事

業者の６割以上が、人材の確保について、「あまりできていない」又は「できていな

い」と考えています。 

介護を必要としている高齢者に対し適切な量の介護サービスが提供されるために、

介護に携わる人材不足への対応、サービスの質の向上、日常生活圏域間のサービス提

供格差の解消に向けての取組を実施します。 

 

 取 組 内    容 

① 

介護保険制度を支

える人材の確保及

び資質の向上 

介護人材を確保するため、中学生等の若年層に対し、介護に対す

る理解を促進するための啓発活動を行います。また、県と連携して、

介護人材確保に対する取組を行います。 

訪問型サービスタイプ２の緩和した従事者要件について、訪問サー

ビス提供事業者に対し、研修会等を通じて周知を図り、人材確保を促

します。 

研修が義務付けられている職種の研修受講について、計画的に受講

するよう、介護サービス事業所に対して、受講機会の確保を促します。 

受給者からの苦情・通報等を適切に把握するとともに、不適切なサ

ービスを提供している事業者等に対しては、県と一体的に指導監督を

行います。 

市に指定や指導権限のある地域密着型サービス事業所等に対して

は、サービスの質が確保・向上されるよう、定期的に実地指導や集団

指導を行います。 

② 

柱島地区居宅介護

(介護予防)サービス

計画支援事業 

岩国１に含まれる柱島地区においては、必要な居宅介護支援及び

介護予防支援の確保が難しい状況にあることを配慮し、柱島地区居

宅介護(介護予防)サービス計画支援事業により事業者に対する助成

を行い、円滑なサービス利用を促進します。 

③ 

離島等特別地域加

算利用者負担金助

成事業 

低所得の市民が山村振興法等の対象地域にある社会福祉法人の

サービス提供事業所のサービス(訪問介護・訪問入浴介護・訪問看護)

を利用した場合、特別地域加算によって生じる利用者負担の増加を軽

減するため、その当該社会福祉法人が利用者負担額を減免すること

により、円滑なサービス利用を促進します。 
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８ 介護保険料の算出 

(1)標準給付費の見込み 

介護保険サービスの量の推計や第６期計画期間のサービス利用の実績から、予防給

付対象サービス費や介護給付対象サービス費を次のように見込んでいます。 

 

資料 58【予防給付対象サービス費の見込み】 

給付費は年間累計の金額 (単位：千円) 

 

第７期 

2025 年度 2018 年度 
(平成 30 年度) 

2019 年度 2020 年度 

(1)居宅サービス 

 ①介護予防訪問入浴介護  131  131  131 131  

②介護予防訪問看護  6,925  7,456  8,014 9,394  

③介護予防訪問リハビリテーション  6,070  6,943  7,873 9,769 

④介護予防居宅療養管理指導 3,048  2,272  2,790 2,650 

⑤介護予防通所リハビリテーション  127,239  134,381  141,701 160,216 

⑥介護予防短期入所生活介護  4,059  4,016  3,970 3,879 

⑦介護予防短期入所療養介護 

(老健) 
534  534  534 534 

⑧介護予防短期入所療養介護 

(病院等)  
0 0 0 0 

⑨介護予防福祉用具貸与 35,339  36,778  38,216 41,813 

⑩特定介護予防福祉用具購入 2,910  2,914  2,917 2,917 

⑪介護予防住宅改修 25,239  28,436  25,239 28,436 

⑫介護予防特定施設入居者生活介護 22,511  22,187  22,191 20,847 

(2)地域密着型サービス 

 

①介護予防認知症対応型通所介護 1,214  1,215  1,215 1,215 

②介護予防小規模多機能型居宅介護 18,633  18,120  17,598 16,032 

③介護予防認知症対応型 

共同生活介護 
2,616  2,617  2,617 2,617 

(3)介護予防支援 43,030  43,480  43,911 44,990 

資料：介護保険課 
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資料 59【＜参考＞総合事業タイプ１・タイプ２の費用の見込み】 

事業費は年間累計の金額 (単位：千円) 

 

第７期 

2025 年度 2018 年度 
(平成 30 年度) 

2019 年度 2020 年度 

(1)訪問サービス合計 94,984 97,091 99,221 101,669 

 
①問型タイプ１ 92,118 93,223 94,329 94,329 

②訪問型タイプ２ 2,866 3,868 4,892 7,340 

(２)通所サービス合計 223,204 226,977 230,776 233,658 

 
①通所型タイプ１ 214,980 217,559 220,139 220,139 

②通所型タイプ２ 8,224 9,418 10,637 13,519 

(３)介護予防ケアマネジメント費 30,779 31,563 32,347 34,558 

訪問型タイプ１…2015(平成 27)年度以前の介護予防訪問介護と同等の身体介護・生活援助サービス 

訪問型タイプ２…タイプ１より実施基準を緩和した生活援助サービス 

通所型タイプ１…2015(平成 27)年度以前の介護予防通所介護と同等の通所サービス 

通所型タイプ２…タイプ１より実施基準を緩和した通所サービス 

資料：介護保険課・高齢者支援課 
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資料 60【介護給付対象サービス費の見込み】 

給付費は年間累計の金額(単位：千円) 

 

第７期 

2025 年度 2018 年度 
(平成 30 年度) 

2019 年度 2020 年度 

(1)居宅サービス 

 

①訪問介護 588,428  615,009  643,849 716,638 

②訪問入浴介護 40,063  40,073  40,292 39,981 

③訪問看護 113,448  125,737  137,700 168,241 

④訪問リハビリテーション 56,439  59,664  62,937 70,295 

⑤居宅療養管理指導 86,780  92,117  97,416 110,713 

⑥通所介護 1,281,109  1,321,525  1,362,999 1,430,021 

⑦通所リハビリテーション 629,337  643,315  656,406 682,901 

⑧短期入所生活介護 366,107  367,941  369,610 374,456 

⑨短期入所療養介護(老健) 80,941  80,153  81,121 80,126 

⑩短期入所療養介護(病院等) 0 0 0 0 

⑪福祉用具貸与 287,360  298,826  310,292 338,959 

⑫特定福祉用具購入 9,722  9,254  10,276 9,914 

⑬住宅改修 36,933  37,050  36,856 36,314 

⑭特定施設入居者生活介護 937,166  957,456  983,166 1,033,605 

(2)地域密着型サービス 

 

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 0 0 0 

②夜間対応型訪問介護  0 0 0 0 

③認知症対応型通所介護  200,354  207,515  216,292 220,715 

④小規模多機能型居宅介護  654,174  689,074  723,427 809,662 

⑤認知症対応型共同生活介護 1,066,569  1,067,651  1,067,822 1,069,115 

⑥地域密着型特定施設入居者生活介護 253,953  256,958  258,971 264,074 

⑦地域密着型介護老人福祉施設 

入所者生活介護  
428,589  428,781  428,781 423,345 

⑧看護小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 

⑨地域密着型通所介護  452,784  455,081  457,612 463,532 

(3)施設サービス 

 

①介護老人福祉施設 1,897,607  1,898,456  1,898,456 1,941,034 

②介護老人保健施設 1,499,951  1,500,623  1,500,623 1,487,801 

③介護医療院(2025 年度は介護療養

型医療施設を含む) 
8,602  79,325  373,269 891,497 

④介護療養型医療施設 557,757  499,708  218,190  

(4)居宅介護支援 507,302  521,262  532,976 564,726 

資料：介護保険課 
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資料 61【標準給付費の見込み】 

(単位：千円) 

区  分 

第７期 

2025 年度 2018 年度 
(平成 30 年度) 

2019 年度 2020 年度 

総給付費 12,330,973 12,698,414 13,079,432 13,886,784  

 介護給付対象サービス費 12,041,475 12,252,554 12,469,339 13,227,665 

予防給付対象サービス費 299,498 311,480 318,917 345,440 

一定以上所得者の利用者負担の見直
しに伴う財政影響額 

▲10,000 ▲16,389 ▲15,742 ▲12,076 

消費税率等の見直しを勘案した影響額 0 150,769 306,918 325,755 

特定入所者介護サービス費等給付額 442,141 447,447 459,097 487,312  

高額介護サービス費等給付額 276,775 298,181 316,072 366,414 

高額医療合算介護サービス費等給付額 42,670 44,462 46,330 56,911 

算定対象審査支払手数料 15,233 15,332 15,386 15,004 

標準給付費見込額 13,107,792 13,503,836 13,916,317 14,812,425 

資料：介護保険課 

 

(2)地域支援事業費の見込み 

 介護保険サービスの量の推計や第６期計画期間のサービス利用の実績から、国の

示す上限額の範囲内で、地域支援事業費を次のように見込んでいます。 

 

資料 62【地域支援事業費の見込み】 

(単位：千円) 

 第７期 

2025 年度 2018 年度 
(平成 30 年度) 

2019 年度 2020 年度 

介護予防・日常生活支援総合事業費 367,275 374,222 381,216 390,166 

 
介護予防・生活支援サービス事業費 350,699 357,550 364,448 372,918 

一般介護予防事業費 16,576 16,672 16,768 17,248 

包括的支援事業・任意事業費 276,300 276,357 278,791 278,822 

地域支援事業費 合計 643,575 650,579 660,007 668,988 

資料：介護保険課・高齢者支援課 

 

(3)第１号被保険者の保険料について 

① 第１号被保険者の負担割合及び保険料 

本計画期間における保険給付費等に対する第１号被保険者の負担割合は 23％

となっており、保険料については、第１号被保険者数・要介護認定者数の見込み、

標準給付費、地域支援事業費、国が示す保険料算定に必要な係数等を基に、次の

とおり設定します。 
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資料 63【第１～３段階保険料軽減完全実施前 所得段階別第１号被保険者保険料】 

所得段階 対象者 
基準額に 
対する 
割合 

保険料 
(月額) 

第１段階 

� 老齢福祉年金受給者で市民税非課税の人 

� 生活保護受給者 

� 市民税非課税世帯で、公的年金等収入額と合計

所得金額(長期・短期譲渡所得の特別控除額を控

除した額。以下同じ。)から公的年金等雑所得を控

除した金額の合計額が年間 80 万円以下の人 

0.50 

(公費軽減後 

 0.45) 

2,475 円 

第２段階 

市民税非課税世帯で、公的年金等収入額と合計所

得金額から公的年金等雑所得を控除した金額の合

計額が年間 80 万円を超え 120 万円以下の人 

0.65 3,575 円 

第３段階 

市民税非課税世帯で、公的年金等収入額と合計所

得金額から公的年金等雑所得を控除した金額の合

計額が年間 120 万円を超える人 

0.75 4,125 円 

第４段階 

市民税課税世帯で、本人に市民税が課税されてい

ない人のうち、公的年金等収入額と合計所得金額か

ら公的年金等雑所得を控除した金額の合計が年間

80 万円以下の人 

0.90 4,950 円 

第５段階 

市民税課税世帯で、本人に市民税が課税されてい

ない人のうち、公的年金等収入額と合計所得金額か

ら公的年金等雑所得を控除した金額の合計が年間

80 万円を超える人 

1.00 

(基準額) 
5,500 円 

第６段階 
本人に市民税が課税されていて、合計所得金額が

年間 120 万円未満の人 
1.10 6,050 円 

第７段階 
本人に市民税が課税されていて、合計所得金額が

年間 120 万円以上 200 万円未満の人 
1.25 6,875 円 

第８段階 
本人に市民税が課税されていて、合計所得金額が

年間 200 万円以上 300 万円未満の人 
1.50 8,250 円 

第９段階 
本人に市民税が課税されていて、合計所得金額が

年間 300 万円以上 500 万円未満の人 
1.60 8,800 円 

第 10 段階 
本人に市民税が課税されていて、合計所得金額が

年間 500 万円以上 750 万円未満の人 
1.75 9,625 円 

第 11 段階 
本人に市民税が課税されていて、合計所得金額が

年間 750 万円以上 1,000 万円未満の人 
1.85 10,175 円 

第 12 段階 
本人に市民税が課税されていて、合計所得金額が

年間 1,000 万円以上の人 
1.95 10,725 円 

資料：介護保険課 
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資料 64【第１～３段階保険料軽減完全実施後 所得段階別第１号被保険者保険料】 

所得段階 対象者 
基準額に 
対する 
割合 

保険料 
(月額) 

第１段階 

� 老齢福祉年金受給者で市民税非課税の人 

� 生活保護受給者 

� 市民税非課税世帯で、公的年金等収入額と合計

所得金額(長期・短期譲渡所得の特別控除額を

控除した額。以下同じ。)から公的年金等雑所得

を控除した金額の合計額が年間 80 万円以下の

人 

0.50 

(公費軽減後 
 0.30) 

1,650 円 

第２段階 

市民税非課税世帯で、公的年金等収入額と合計所

得金額から公的年金等雑所得を控除した金額の合

計額が年間 80 万円を超え 120 万円以下の人 

0.65 

(公費軽減後 

 0.50) 

2,750 円 

第３段階 

市民税非課税世帯で、公的年金等収入額と合計所

得金額から公的年金等雑所得を控除した金額の合

計額が年間 120 万円を超える人 

0.75 

(公費軽減後 

 0.70) 

3,850 円 

第４段階 

市民税課税世帯で、本人に市民税が課税されてい

ない人のうち、公的年金等収入額と合計所得金額

から公的年金等雑所得を控除した金額の合計が年

間 80 万円以下の人 

0.90 4,950 円 

第５段階 

市民税課税世帯で、本人に市民税が課税されてい

ない人のうち、公的年金等収入額と合計所得金額

から公的年金等雑所得を控除した金額の合計が年

間 80 万円を超える人 

1.00 

(基準額) 
5,500 円 

第６段階 
本人に市民税が課税されていて、合計所得金額が

年間 120 万円未満の人 
1.10 6,050 円 

第７段階 
本人に市民税が課税されていて、合計所得金額が

年間 120 万円以上 200 万円未満の人 
1.25 6,875 円 

第８段階 
本人に市民税が課税されていて、合計所得金額が

年間 200 万円以上 300 万円未満の人 
1.50 8,250 円 

第９段階 
本人に市民税が課税されていて、合計所得金額が

年間 300 万円以上 500 万円未満の人 
1.60 8,800 円 

第 10 段階 
本人に市民税が課税されていて、合計所得金額が

年間 500 万円以上 750 万円未満の人 
1.75 9,625 円 

第 11 段階 
本人に市民税が課税されていて、合計所得金額が

年間 750 万円以上 1,000 万円未満の人 
1.85 10,175 円 

第 12 段階 
本人に市民税が課税されていて、合計所得金額が

年間 1,000 万円以上の人 
1.95 10,725 円 

資料：介護保険課 
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② 低所得者保険料軽減の強化 

第６期から引き続き、公費を投入して低所得者の保険料負担軽減を実施します。 

消費税が改定されることに伴い、軽減の対象となる所得段階を第１～３段階に

拡大する見込みです。 

 

③ 社会福祉法人等の利用者負担軽減の推進 

全ての社会福祉法人において、低所得者に係る利用者負担軽減制度への協力を

得られるよう、働き掛けを継続します。 

 

④ 財政安定化基金貸付金償還金 

本計画期間中の財政安定化基金貸付金の償還はありません。 
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第６章 計画の推進 

１ 計画の推進体制 

   計画の取組が高齢者の生活全般に関わることから、介護保険や高齢者福祉の担当

部署のみならず、庁内関係部署の連携を強化し、一体となり計画を推進します。 

また、市民、関係福祉サービス事業所、ボランティア団体等の関係団体、医療機

関等からの意見を踏まえ、行政等が相互連携を図り、国の社会福祉制度改革の動向

を見極めながら、計画を推進します。 

 

２ 計画の進行管理 

 計画の達成状況等については、重点施策ごとに設定した数値目標によって評価し

ます。PDCA サイクル(策定—実施—評価—見直し)により、毎年度の取組結果等か

ら、各事業の進捗状況や課題等の把握及び評価を行います。目標年度の 2020 年度

には、毎年度の評価に加えて、アンケート調査の実施による数値目標の評価も行い、

計画や施策の見直しを行います。 

 

資料 65【PDCA サイクル】 
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参考資料 

１ 用語解説 

あ行 
ＩＡＤＬ 

買物・料理・金銭管理等の自立した日常生活を送る能力。手

段的日常生活動作能力。 

インフォーマルサー

ビス 
高齢者福祉における公的サービス以外の民間サービスのこと。 

ＡＤＬ 
立ち・座り・歩く(移動)・入浴・排泄

せつ

・食事をするなどの日 

常生活上の動作能力。 

か行 

介護医療院 

2017(平成 29)年６月公布の介護保険法・医療法改正によ

り、新たに位置付けられた介護保険施設。慢性期医療と介護の

両方のニーズを持つ高齢者を対象とし、①「日常的な医学管理」

や「看取り・ターミナルケア」等の医療機能と、②生活施設と

しての機能を兼ね備えたもの。まずは、主に医療病床及び介護

療養型医療施設からの転換により整備されていく見込み。 

介護給付 
介護保険における要介護認定を受けた被保険者に対する保険

給付。 

介護予防 
高齢者ができる限り要介護状態になることなく、健康でいき

いきとした生活を送ることができるように支援すること。 

介護予防支援 
予防給付の対象となる要支援者が、在宅で生活できるよう介

護予防サービス計画の作成と調整を行うこと。 

介護療養型医療施設 

長期療養が必要な要介護者が利用できる施設。療養上の管理、

看護、医学的な管理の下で、介護やその他の世話、療養上の世

話等を長期に行う。2011(平成 23)年度末で廃止が決定してい

たが、廃止の期限が 2023 年度末まで延長されている。 

介護老人福祉施設 

常時介護が必要で、自宅での生活が困難な原則要介護３～５ 

の要介護者が利用できる施設。入浴、排泄
せつ

、食事等の介護、そ 

の他日常生活上の世話、療養上の世話等を長期に行う。いわゆ

る特別養護老人ホームを指す。 

介護老人保健施設 

看護、医学的管理の下で、要介護者に対して、リハビリテー

ションや介護、その他必要な医療や日常生活上の世話を行う施

設。医療機関と家庭の中間的な施設として位置づけられる。 

看護小規模多機能型

居宅介護 

小規模多機能型居宅介護と訪問看護等、複数の居宅サービス

や地域密着型サービスを組み合わせて提供するサービス。 

協議体 
生活支援サービスの提供の推進において、多様な関係主体間

の定期的な情報共有及び連携・協働による取組を推進する機関。 
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か行 
共生型サービス 

高齢者や障害児・者に対し、一つの事業所が提供する福祉サ

ービス。 

居宅介護支援 
要介護者のサービス利用者のニーズを明確にし、保健・医療・

福祉サービスを受けられるように調整・援助展開すること。 

居宅介護支援事業者 居宅介護支援を行う事業者。 

居宅サービス 

 自宅において生活をしながら利用できる介護サービスで、訪

問系・通所系・短期入所(ショートステイ)系のサービスなどが

ある。介護・予防給付対象サービスのうち、居住系サービス及

び施設サービスを除いたもの。 

居住系サービス 

 特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護、

認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介

護、地域密着型特定施設入居者生活介護をいう。 

ケアプラン 

介護や看護の計画。介護保険制度では、「介護サービス計画書」

といい、要介護者等が介護サービスを適切に利用できるよう、

要介護者等の依頼を受けて、その心身の状況、生活環境、本人

やその家族の希望等を勘案し、利用する介護サービスの種類、

内容及びその担当者等を定めた計画をいう。 

介護支援専門員 

(ケアマネジャー) 

ケアプランを作成できる専門知識と技術を持ち、国が定めた

都道府県試験によって資格を有することを認められた者。 

健康寿命 

平均寿命のうち、健康で活動的に暮らせる期間。WHO(世界

保健機関)が提唱した指標で、平均寿命から、衰弱・病気・認知

症等による介護期間を差し引いたもの。 

健康マイレージ 
各市町の健康づくりを促進する仕組みで、市町が決定した健

康づくりメニューを行うことで特典を受けられる制度である。 

さ行 

財政安定化基金 

介護保険制度の財政を安定させるために、都道府県に設置さ

れる基金。介護保険料の収納不足や介護給付費の増加により市

町村の介護保険特別会計が赤字になりそうな場合、市町村は当

該基金から資金の交付・貸付けを受ける。 

施設サービス 
介護老人福祉施設(特別養護老人ホーム)、介護老人保健施設、

介護療養型医療施設及び介護医療院に入所して受けるサービス。 

小規模多機能型居宅

介護 

「通い」を中心に、利用者の様態や希望に応じて短期間の「泊

まり」や「訪問」を組み合わせ提供するサービス。 

生活支援コーディネ

ーター(地域支え合い

推進員) 

生活支援サービスの充実及び高齢者の社会参加に向けて、生

活支援・介護予防の担い手の養成・発掘等、地域資源の開発や

地域のニーズと地域支援のマッチング等を行う。 

専門部会 

地域包括ケア推進協議会において、医療、介護、介護予防、

生活支援、住まい及び認知症対策の分野ごとに設置し、課題と

対策を協議・検討する会。 
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さ行 

総合事業 

2015(平成 27)年４月から施行された改正介護保険法に基

づき大幅に見直された地域支援事業のひとつで、介護予防・日

常生活支援総合事業のこと。要支援者等の多様な生活支援ニー

ズに地域全体で対応するため、従来の予防給付相当サービスに

加え、地域の実情に応じて住民等が参画する等の多様なサービ

ス等を提供する。これにより、在宅生活の安心確保とともに、

高齢者の社会参加促進、自立支援・介護予防・重度化防止及び

費用の効率化も図る。総合事業は、介護予防・生活支援サービ

ス事業と一般介護予防事業とで構成される。岩国市では、

2016(平成 28)年度より総合事業を開始しており、介護予防・

生活支援サービス事業として、訪問型・通所型サービスタイプ

１、タイプ２、タイプ３等を、また、一般介護予防事業として、

介護予防・通いの場づくり事業等を実施している。 

た行 

タイプ 1 

岩国市では 2016(平成 28)年度開始となった、総合事業の介

護予防・生活支援サービス事業のひとつ。介護予防相当サービス

のこと。 

・訪問型サービス 

ホームヘルパーが居宅を訪問し、身体介護や生活援助を行う。 

・通所型サービス 

通所介護事業所で、日常生活上の支援や、生活行為向上のた

めの支援を行う。 

タイプ 2 

岩国市では 2016(平成 28)年度開始となった、総合事業の

介護予防・生活支援サービス事業のひとつ。緩和した基準によ

るサービスのこと。 

・訪問型サービス 

訪問介護事業所の職員が生活援助を行う。 

・通所型サービス 

通所介護事業所で、閉じこもり予防や自立に向けた支援を行う。 

タイプ 3 

岩国市では 2016(平成 28)年度開始となった、総合事業の

介護予防・生活支援サービス事業のひとつ。住民ボランティア

グループ等により提供されるサービスのこと。実施団体に対し、

市が活動費助成を行う。 

・訪問型サービス 

ボランティアグループ等が主体となり、生活援助を行う。 

・通所型サービス 

ボランティアグループ等が主体となり、レクリエーションや

運動の場を提供する。 

ターミナルケア 

終末期の看護あるいは臨終の看護の意。治癒の望みのない末

期患者に対して、キュア (治療) でなくケア (看護) を重点的に

行おうとする医療の在り方をいう。 

 

 



参考資料 

 

72 

 

 

た行 

地域共生社会 

制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関

係を超えて地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参

画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つな

がることで、住民一人一人の暮らしと生きがい、地域をともに

創っていく社会のこと。 

 地域共生社会の実現に向けては、高齢者を対象とした「地域

包括ケア」の理念を普遍化し、高齢者のみならず、障害者、子

どもなど生活上の困難を抱える方にも対象を広げた包括的支援

体制が必要である。 

地域ケア会議 

行政・医療・介護等の関係機関や市民組織等の代表者で構成

し、地域包括ケアシステムを構築・推進するための方針、計画

(案)を協議する会議。 

地域ケア会議には、高齢者の個別の支援に関する課題を検討

する会議や、地区社会福祉協議会又は自治会連合会単位で、地

域における高齢者支援の課題を検討する会議などがある。 

地域部会 

地域包括ケア推進協議会において、地区社協等の単位ごとに

設置し、地域の実情に応じた住民主体の取組の拡充などを協

議・検討する会。 

地域包括支援センター 

2006(平成 18)年度に市が設置した高齢者の総合的な相談窓

口。市民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助

を行うことにより、市民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括

的に支援することを目的として、包括的支援事業等を地域におい

て一体的に実施する役割を担う中核的機関。地域包括ケアシステ

ムの構築・推進に向けて、中心的役割を果たすことが求められて

いる。 

地域包括支援ネット

ワーク 

地域の実情に応じて、行政機関、医療機関、介護サービス事

業者、地域のサービス利用者やその家族、地域住民、職能団体、

民生委員及び社会福祉協議会等の関係団体等によって構成され

る「人的資源」からなるネットワークのことで、地域包括ケア

の推進において不可欠なもの。 

地域密着型介護老人

福祉施設入所者生活

介護 

入所定員が 29 人以下の介護老人福祉施設に入所する要介護 

者に対して、入浴、排泄
せつ

、食事等の介護、その他日常生活上の 

世話、療養上の世話を行うサービス。 

地域密着型特定施設

入居者生活介護 

入居定員が 29 人以下で介護専用型の有料老人ホームやケア

ハウス等に入居している要介護者、その配偶者等に対して、入 

浴、排泄
せつ

、食事等の介護、その他日常生活上の世話、療養上の 

世話を行うサービス。 

定期巡回・随時対応

型訪問介護看護 

日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護を一体的に、又は

それぞれが密接に連携しながら、定期巡回訪問と随時対応を行

うサービス。 
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た行 

特定施設入居者生活

介護 

有料老人ホーム、ケアハウス等に入居している要介護者等に 

対して、入浴、排泄
せつ

、食事等の介護、その他日常生活上の世話、 

療養上の世話を行うサービス。入居者が要介護者、その配偶者

等に限られる施設を「介護専用型」という。 

な行 

二次保健医療圏域 

入院治療が必要な一般の医療需要(高度・特殊な医療サービス

を除く)に対応するために設定する区域であり、医療機関の機能

分担と連携に基づく医療サービスを県民に提供するための地域

的単位。山口県では地理的条件、人口分布、交通条件、通勤圏、

通学圏、県民の受療動向、他の既存計画の圏域を踏まえて県が

設定する８つの圏域を設定。 

日常生活圏域 

高齢者が住み慣れた地域で、日常生活を送ることができるよ

う、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、施設の

整備状況などを総合的に勘案して定める区域のこと。 

認知症 
記憶障害から始まり、知的能力が脳の後天的な変化により著

しく低下する病気。 

認知症カフェ 

カフェのようにリラックスした場所で、お茶を飲みながら認

知症の人と家族、地域住民、専門職等が集い、介護の悩みなど

を語り合う場。 

認知症ケアパス 

認知症の人とその家族が、地域の中でその人らしく、安心し

た生活を営むために、認知症の人の状態に応じた適切なサービ

ス提供の流れを、本人と家族及び地域・医療・介護の人々が共

有し、それを達成するための連携の仕組み。 

認知症対応型共同生

活介護 

認知症のある高齢者について、共同生活を営むべき住居にお 

いて、入浴、排泄
せつ

、食事等の介護、その他日常生活上の世話、 

機能訓練等を行うサービス。いわゆるグループホームのこと。 

認知症サポーター 

自治体や地域の職域団体、企業などが開催する認知症サポー

ター養成講座を受けた人の呼称。認知症を正しく理解し、自分

のできる範囲のボランティア活動として認知症の人やその家族

を応援する。 

は行 
ＰＤＣＡサイクル 

Plan(計画)→Do(実行)→Check(評価)→Action(改善)のプ

ロセスを繰り返し、業務を改善していくこと。 

や行 
予防給付 

介護保険制度における要支援認定を受けた被保険者に対する

保険給付。 

わ行 
ワークシェアリング 

仕事を分かち合い、労働者一人当たりの労働時間を短縮する

ことで、社会全体で雇用者数の増大を図る考え方。 
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２ 基本目標と重点施策の評価指標と目標 

 評価指標 指標のデータ 評価年 
2016 年度 

(平成 28 年度) 
2020 年度 

基

本

目

標 

要支援・要介護認定を受けていない前期高

齢者の割合 
要支援・要介護認定率 各年９月末 96.09％ 96.49％ 

主観的に健康であると感じている人の割合 
次期高齢者保健福祉

計画 

介護予防・日常生活圏

域ニーズ調査 

１回／３年 

75.3％ 80％ 

主観的に幸福であると感じている人の割合 45.1％ 50％ 

重

点

施

策

1 

介護予防事業に参加する人数 各年度事業実績 各年 5,245 人 5,645 人 

要支援・要介護認定者、事業対象者の状態

改善人数 

各年３月末介護認定

状況等 
各年 601 人 770 人 

健康づくり計画推進部会の登録団体数 各年度事業実績 各年 85 団体 95 団体 

重

点

施

策

２ 

社会参加している人の割合 
次期高齢者保健福祉

計画 

介護予防・日常生活圏

域ニーズ調査 

１回／３年 

68.7％ 68.7％以上 

生きがいのある人の割合 53.1％ 53.1％以上 

高齢者生きがいボランティアグループ数 各年度事業実績 各年 36 団体 56 団体 

重

点

施

策

３ 

生活支援サービスを提供できる団体数 各年度事業実績 各年 36 団体 61 団体 

地域ケア会議(地区社協単位等)の開催回数 各年度事業実績 各年 29 回 39 回 

重

点

施

策

４ 

認知症サポーター数 各年度事業実績 各年 8,105 人 10,105 人 

はいかい高齢者等 SOS ネットワーク協力

事業所数 
各年度事業実績 各年 61 事業所 101 事業所 

重

点

施

策

５ 

病気などで人生の最期を迎える時が来た場

合「人生の最期を自宅で過ごしたい」又は「で

きる限り自宅で療養して、必要になれば医療

機関に入院したい」と思う人の割合 

次期高齢者保健福祉

計画 

介護予防・日常生活圏

域ニーズ調査 

１回／３年 73.6％ 73.6％以上 

医療・介護連携窓口の相談件数 各年度事業実績 各年 — 200 件 

重

点

施

策

６ 

地域包括支援センターへの相談件数 各年度事業実績 各年 29,030 件 30,017 件 

長寿いきいき見守り事業での見守り総件数 各年度事業実績 各年 35,244 件 37,367 件 

あんしん情報カプセルの保有件数 各年度事業実績 各年 6,769 件 7,969 件 
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３ 岩国市高齢者保健福祉計画策定委員会開催要綱 

平成20年７月30日制定 

(趣旨) 

第１条 老人福祉法(昭和38年法律第133号)第20条の８の規定に基づく老人福祉計画及

び介護保険法(平成９年法律第123号)第117条の規定に基づく介護保険事業計画(以下

「岩国市高齢者保健福祉計画」と総称する。)の策定に当たり、岩国市高齢者保健福祉計

画の素案に係る市民及び学識経験者の意見を聴くため、岩国市高齢者保健福祉計画策定

委員会(以下「委員会」という。)を開催することに関し必要な事項を定めるものとする。 

(意見等を求める事項) 

第２条 市長が委員会において意見又は助言を求める事項は、次のとおりとする。 

(1) 岩国市高齢者保健福祉計画の策定に関する事項 

(2) 岩国市高齢者保健福祉計画の進捗状況の点検及び評価に関する事項 

(3) 岩国市高齢者保健福祉計画の推進方策の検討に関する事項 

(4) 前３号に掲げるもののほか、岩国市高齢者保健福祉計画の推進に必要な事項 

(構成) 

第３条 委員会は、委員18人以内をもって構成する。 

２ 委員会の委員は、次に掲げる者のうちから市長が参加を求めることにする。 

(1) 学識経験者 

(2) 保健、医療、福祉等の関係団体の代表者 

(3) 被保険者 

(4) 市民のうちから公募により選出された者 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者 

(任期) 

第４条 委員の任期は、３年以内とする。ただし、再任は妨げない。 

(会議) 

第５条 委員会に委員長及び副委員長各１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員会の会議(以下「会議」という。)は、委員長がその座長となる。 

３ 市長は、必要に応じて会議に委員以外の者の出席を求め、その意見又は説明を聴くこ

とができる。 

(庶務) 

第６条 委員会の庶務は、高齢者支援課において処理する。 

(その他) 

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

 この要綱は、平成20年７月30日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成25年10月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成28年10月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 29 年４月１日から施行する。 
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４ 計画策定委員会構成委員（五十音順・敬称略） 

 委 員 名 団 体 名 備 考 

 岩野 理栄子 岩国市訪問介護事業者連絡会 福祉関係 

 江見 享子 岩国ＹＭＣＡ国際医療福祉専門学校 保健関係 

 岡本 茂雄 玖珂歯科医師会（平成 29 年 4 月 22 日から） 医療関係 

 河角 衛 岩国市自治会連合会 地域住民団体 

 河田 尚己 岩国薬剤師会 医療関係 

 木村 友和 岩国市介護支援専門員連絡協議会 福祉関係 

委員長 小林 元壯 岩国市医師会 医療関係 

 小林 敏生 広島大学 学識経験者 

 隅  喜彦 岩国市社会福祉協議会 福祉関係 

副委員長 髙橋 幸広 山口県岩国健康福祉センター 県関係 

 林  千人世 岩国市老人クラブ連合会 １号被保険者 

 藤谷 カホリ 岩国市民生委員・児童委員協議会 地域住民団体 

 松田 洋子 岩国市男女共同参画団体連合会 2 号被保険者 

 丸林 稔夫 灘海園 福祉関係 

 宮川 浩之 公募委員 公募 

 村岡 恒信 岩国市ボランティア連絡協議会 福祉関係 

 村中 扶美子 公募委員 公募 

 楊井 孝 玖珂歯科医師会（平成 29 年 4 月 21 日まで） 医療関係 

 山本 孝博 権利擁護センターぱあとなあ山口 福祉関係 
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５ 計画策定委員会開催状況 

回 開催日 審議内容等 

第 1 回 平成 28 年 12 月 12 日（月） 

・岩国市高齢者保健福祉計画策定依頼 

・計画策定スケジュールの説明 

・高齢者の保健福祉に関するアンケート調査の

実施について 

・平成 29 年度介護保険料の取扱いについて 

第 2 回 平成 29 年  3 月 24 日（金） 

・第 7 期計画の基本指針 

・高齢者の保健福祉に関するアンケート調査の

実施報告 

・日常生活圏域の見直し 

第 3 回 平成 29 年  6 月  1 日（木） 

・平成 28 年度点検・評価 

・高齢者の保健福祉に関するアンケート分析結

果報告 

・地域ケア会議の結果報告 

第 4 回 平成 29 年 8 月 24 日（木） 

・骨子案の提示 

・各計画の枠組み・基本的な考え方の検討結果

報告 

第 5 回 平成 2９年 11 月 22 日（水） 

・岩国市高齢者保健福祉計画（素案）について 

・パブリックコメント（市民提言）の実施につ

いて 

第 6 回 平成 30 年 2 月 21 日（水） 

・パブリックコメント（市民提言）の結果報告 

・岩国市高齢者保健福祉計画（素案）の最終校

正について 

・岩国市高齢者保健福祉計画（素案）の概要版

について 

・岩国市高齢者保健福祉計画（素案）意見回答 
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